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は じ め に  
 

 

 

 

 

多様化する就労形態や生活スタイルなどを背景に、子どもや子育てをめぐる環境が大きく変化して

きています。国の調査などで、子育てに対する不安や経済的な展望が見込めず、子どもを産み育てる

ことをためらう、また子どもを持っても働きたいと希望しているにもかかわらず、様々な要因からそ

の希望がかなえられないといった現状が報告されています。 

このような状況から、国では令和５年度に、「こども家庭庁」を設置するとともに「こども基本法」

の施行や、「こども大綱」の策定等により「こどもまんなか社会」の実現のため、各分野において様々

な取組を進めています。本市でも、「やさしい眼差しに満ちた市政」を施策の柱のひとつに掲げ、子ど

もを産み育てやすい街づくりを最重要課題に位置づけ、このような不安などを解消すべく独自の子育

て支援施策を進めています。具体的には、平成２９年 4 月に子育て中や妊娠中の人が、１か所で様々

な相談や支援が受けられる子育て支援の拠点施設として開設した「高崎市子育てなんでもセンター」、

令和元年度には産後ママヘルパー事業を拡充した「子育てＳＯＳサービス事業」や保育所の申し込み

の通年化を実施してまいりました。また、令和７年 10 月には高崎市児童相談所を設置し「高崎市の

子どもは高崎市で守る」をスローガンに、更なる施策の充実を図ってまいります。 

これまで本市では、子ども・子育て関連３法により実施されることになった「子ども・子育て支援

制度」において、地域の子どもや保護者、子育て支援関係者の実態に合った事業を計画的に進めるた

め、平成２７年度から５年間を第１期、令和 2 年度から 5 年間を第 2 期として、高崎市子ども・子育

て支援事業計画を策定し、施策を展開してまいりました。このたび、第 2 期事業計画の計画期間が終

了することから、第 3 期高崎市子ども・子育て支援事業計画を策定いたしました。本計画は、次世代

育成支援行動計画や第 2 期事業計画のこれまでの経過を踏まえ、より現実に即した実効性の高い計画

としております。 

今後、本計画をもとに、「高崎で子どもを産み育てたい、子育てをするなら高崎市」と多くの方々に

実感していただけるような、魅力的で独自性のある子育て支援施策を推進してまいりたいと考えてお

りますので、なお一層のご支援、ご協力をお願いいたします。 

最後に、計画の策定にあたり、貴重なご意見やご提言をいただきました高崎市子ども・子育て会議

委員の皆様をはじめ、「子ども・子育て支援施策に関するアンケート調査」、「高崎市子ども・子育て支

援事業計画に関するパブリックコメント」の実施にあたりご協力いただきました市民の皆様、関係各

位に心から感謝とお礼を申し上げます。 

 

 

 

 

   令和７年３月 

 

                      高崎市長 富岡 賢治 
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Ⅰ 計画策定の背景・趣旨 
 

 １ 計画策定の背景 

 

１９７０年代初頭の第２次ベビーブーム以降、我が国の出生数は減少を続け、合計特殊出生

率も１９４７年（昭和２２年）の４.５４をピークに、２００５年（平成１７年）にはピーク時

の３０％にも満たない１.２６まで落ち込みました。その後回復はしていますが、ここ数年は減

少傾向にあり最新の統計である２０２３年（令和５年）は１.２０と、欧米諸国と比較するとな

お低い水準にとどまっています。 

このような少子化の背景には、未婚化や晩婚化の傾向、核家族化や地域のつながりの希薄化

による子育てに対する不安や孤立感の増大、また大都市を中心に保育所に子どもを預けたくて

も保育所の定員に余裕がないことなどから多くの待機児童が生じていることや、仕事と子育て

を両立できる環境（ワーク・ライフ・バランス）の整備が十分でないことなど、多くの問題が

挙げられています。 

こうした歯止めのかからない少子化の進行に対し、国や地方自治体において法令の整備や大

綱、計画の策定及びそれらに基づく様々な事業を実施するなどの対策を講じてきましたが、問

題の解決には至っていないのが現状です。 

国は、こうした現状に対処するため、子どもが欲しいという希望が叶い、子育てをしやすい

社会の実現を目指し、国や地域社会を挙げて、子どもや家庭を支援する新しい支え合いの仕組

みの構築について検討を進めてきました。 

その結果、保育所・園（以下「保育所」といいます。）や幼稚園及び認定こども園関係者、子

育て支援当事者等による議論を経て、社会保障と税の一体改革の関連法として、２０１２年（平

成２４年）に「子ども・子育て支援法（以下「法」といいます。）」、「就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律」及び「子ども・子育

て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部

を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（以下「子ども・子育て関連３法」

といいます。）が成立し、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、保育の量的拡大・

確保、地域の子ども・子育て支援の充実等を柱とした子ども・子育て支援新制度が２０１５年

（平成２７年）４月から施行されることとなったものです。 
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２ 計画策定の趣旨 

 

子ども・子育て関連３法の成立によりスタートすることとなった子ども・子育て支援新制度

は、基礎自治体である市町村が幼児期の学校教育・保育及び地域の子ども・子育て支援を総合

的に実施する主体として位置づけられています。また、すべての子どもに良質な育成環境を保

障するため、それぞれの子どもや家庭の状況に応じた子ども・子育て支援給付を保障するとと

もに、地域子ども・子育て支援事業を実施し、妊娠・出産期から切れ目のない支援を行うこと

としています。 

このため、市町村は、地域の実情に応じた質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業が適切に提供されるよう、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況及び潜在的な希望を

含めた利用希望を把握した上で、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並

びに提供体制の確保の内容及びその実施時期等の具体的な目標設定を盛り込んだ市町村子ど

も・子育て支援事業計画を策定し、必要な給付及び事業を計画的に実施していくこととされて

います。 

 

 

Ⅱ 計画の位置づけ 
 

１ 計画の位置づけ 

 

本計画は、法第６１条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」として位置づ

け、本市の子ども・子育て支援施策を推進するための計画として定めます。 

 

 ２ 他の計画との関係 

 

本計画は、本市のまちづくりの総合計画である第 6 次総合計画を上位計画として、高崎市地

域福祉計画、高崎市障害者福祉計画、高崎市男女共同参画計画、高崎市教育大綱のほか、こど

も憲章、こども都市宣言など、本市の福祉、教育に関する計画等との整合性を図り策定します。 

また、第 2 期計画に引き続き、次世代育成支援行動計画の内容を盛り込んだ計画としていま

す。 

 

 

Ⅲ 計画の期間 
 

本計画の期間は、2025 年度（令和 7 年度）から 2029 年度（令和 11 年度）までの５か

年とします。 

なお、社会状況の変化や計画の進捗状況等により随時必要な修正を加えていきます。 
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Ⅳ 計画策定の体制 
 

１ 高崎市子ども・子育て会議 

 

本計画の策定にあたり、法第７2 条第１項に基づき、子どもの保護者、子ども・子育て支援

に関わる事業の事業者、子育て支援団体の代表や学識経験者などで構成する高崎市子ども・子

育て会議を設置しています。 

本計画は、この会議において子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査の結果や、パブリ

ックコメントにより広く市民の方々からいただいた意見を聴き、計画に記載する内容等につい

て審議し、策定したものです。 

 

２ ニーズ調査の実施 

 

本計画の策定にあたり、子育て中の保護者のニーズや意見を把握するためにアンケート調査

を実施しました。 

本調査は、法第６０条に定める基本指針に基づき実施したもので、教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業の現在の利用状況と潜在的な利用希望のほか、子育てに関する生活実態や、

子ども・子育てについて日頃感じていることなどを把握することを目的としたものです。 

 

  ○ ニーズ調査の概要 

   ・ 調査期間  令和 6 年 1 月 29 日から２月２9 日まで 

   ・ 抽出方法  住民基本台帳から無作為抽出 

   ・ 調査方法  郵送による配付、回収 

   ・ 調査数、回収数及び回収率 

調査対象者 
就学前児童 

の保護者 

就学児童 

（低学年）の保護者 合計 

調 査 数 3,000 件 1,000 件 4,000 件 

回 収 数 1,495 件  542 件 2,037 件 

回 収 率 49.8％ 54.2％ 50.9％ 
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Ⅰ 人口、世帯及び出生等の現状 
 

■総人口及び年齢３区分別人口の推移 

  ○ 総人口は減少しています。 

  ○ 年齢３区分別人口の推移では、年少人口が減少し、生産年齢がほぼ横ばい、高齢者人口の

割合が増加しています。 

  ○ 年少人口 －1.0％、生産年齢人口 ＋0.1％、高齢者人口 ＋0.9％ 
（単位：人） 

 
令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

総人口 372,147 371,585 369,688 368,109 366,547 

年少人口 

（0～14 歳） 

47,130 46,199 45,240 44,213 42,941 

12.7% 12.4% 12.2% 12.0% 11.7% 

生産年齢人口 

（15～64 歳） 

220,857 220,199 218,738 218,475 217,860 

59.3% 59.3% 59.2% 59.4% 59.4% 

高齢者人口 

（65 歳以上） 

104,160 105,187 105,710 105,421 105,746 

28.0% 28.3% 28.6% 28.6% 28.9% 

※ 住民基本台帳(外国人を含む)。各年 4 月 1 日現在。 
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■ 出生数及び合計特殊出生率の推移 

  ○ 出生数は減少傾向にあります。 

  ○ 合計特殊出生率は全国を上回っていますが、減少傾向にあります。 

  ○ 出生数 －278 人、合計特殊出生率 －0.09 人 

 
出生数                                    （単位：人） 

 
平成 31 年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

高崎市 2,602 2,525 2,479 2,368 2,324 

※ 群馬県健康福祉部健康福祉課「人口動態統計」 

 
合計特殊出生率                               （単位：人） 

 
平成 31 年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

高崎市 1.41 1.38 1.37 1.33 1.32 

群馬県 1.40 1.39 1.35 1.32 1.25 

全国 1.36 1.33 1.30 1.26 1.20 

※ 群馬県健康福祉部健康福祉課「人口動態統計」 
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■ 世帯数及び世帯人員の推移 

  ○ 世帯数は増加しており、世帯人員は減少しています。 

  ○ 世帯数 ＋5,663 世帯、世帯人員 －0.11 人 

 
世帯数及び世帯人員                           （単位：世帯・人） 

 
令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

世帯数 166,357 168,119 169,015 170,420 172,020 

世帯人員 2.24 2.21 2.19 2.16 2.13 

※ 住民基本台帳(外国人を含む)。各年 4 月 1 日現在。 
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■ 世帯構成の推移 

  ○ 核家族、ひとり親、単独世帯は増加していますが、3 世代同居は減少しています。 

  ○ 人口 ＋8,054 人、核家族世帯 ＋19,891 世帯、ひとり親世帯 ＋3,178 世帯、単独世

帯 ＋20,869 世帯、3 世代同居世帯 －5,950 世帯 

 
世帯構成                                （単位：世帯・人） 

 
平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

核家族 

（夫婦のみ・夫婦と子ども） 
72,973 74,896 76,236 92,864 

ひとり親 

（ひとり親と子ども） 
11,161 12,566 13,269 14,339 

単独 

（1 人） 
35,704 43,339 45,930 56,573 

3 世代 

（4 世代以上を含む） 
11,849 10,177 8,815 5,899 

合 計 131,687 140,978 144,250 169,675 

人 口 364,919 371,302 371,080 372,973 

※ 国勢調査 

 

  

72,973 74,896 76,236 

92,864 

11,161 

12,566 13,269 14,339 

35,704 
43,339 45,930 

56,573 

11,849 

10,177 8,815 5,899 0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

（世帯）
世帯構成の推移

核家族 ひとり親 単独 3世代
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Ⅱ 教育・保育施設等の状況 
 

■ 年齢別就学前児童数の推移 

  ○ 就学前（０～５歳児）児童数は減少しています。 

  ○ －2,215 人 
                                        （単位：人） 

 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

0 歳児 2,587 2,483 2,488 2,390 2,328 

1 歳児 2,743 2,577 2,475 2,489 2,392 

2 歳児 2,902 2,763 2,603 2,498 2,493 

3 歳児 2,955 2,897 2,757 2,613 2,495 

4 歳児 2,965 2,965 2,888 2,723 2,607 

5 歳児 3,118 2,974 2,969 2,886 2,740 

合計 17,270 16,659 16,180 15,599 15,055 

※ 住民基本台帳(外国人を含む)。各年度３月 1 日現在。 

※ 令和６年度においては、令和６年１１月 1 日現在の数値。 

  

17,270
16,659

16,180
15,599

15,055

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（人）

就学前児童数の推移

0～5歳児人口
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 ■ 教育・保育施設の利用状況 

  ○ ３～５歳児は、約９7％が幼稚園又は保育所等を利用しています。 

○ ０歳児は約37％となっていますが、1歳児は約65％、2歳児は約79％となっています。 

                                  （単位：人） 

  0 歳児 1 歳児 2 歳児（満 3 歳児） 3 歳児 4 歳児 5 歳児 

児童数 2,328 2,392 2,493 2,495 2,607 2,740 

幼稚園 

未移行 0 0 34 71 75 73 

1 号 0 0 275 570 695 734 

合計 
0 0 309 641 770 807 

0 0 12.4％ 25.7％ 29.5％ 29.４％ 

保育所 
870 1,548 1,666 1,764 1,770 1,852 

37.4% 64.7% 66.8% 70.7% 67.9% 67.6％ 

在宅等その他 
1,458 844 518 90 67 8１ 

62.6% 35.3% 20.8% 3.6% 2.6% 3.0% 

合計 2,328 2,392 2,493 2,495 2,607 2,740 

※ 令和６年 11 月 1 日の数値。 

※ 認定こども園（教育部分）は幼稚園として、認定こども園（保育部分）、事業所内保育事業等は保育所として

集計。 

 

 

  

870 

1,548 1,666 1,764 1,770 1,852 0 

0 34 
71 75 73 275 

570 695 734 

1,458 

844 
518 

90 67 81 

0

1,000

2,000

3,000

0歳児

2,328
1歳児

2,392
2歳児

2,493
3歳児

2,495
4歳児

2,607
5歳児

2,740

（人）
教育・保育施設の年齢別利用状況

保育所 幼稚園（未移行） 幼稚園（1号） 在宅等その他
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 ■ 教育・保育施設の利用の推移 

  ○ ３～５歳児の利用児童数は、ほぼ横ばいですが、保育所の利用率は上昇しています。 

  ○ ０～２歳児の利用児童数は、増加傾向にあります。 

○ ３～５歳児－1.１％、0～2 歳児 ＋4.3％ 

○ 令和６年度の利用者数の減少（特に０～２歳児）は、年度途中（令和６年１１月１日時点）

の数値であるため、他の年度より利用者数が少なくなっていると推測されます。 

（本市では、保育所・認定こども園は毎月入所受付を行っております。） 

３～５歳児                                  （単位：人） 

区分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和６年度 

児童数 9,038 8,836 8,614 8,222 7,842 

利

用 

状

況 

幼稚園 

（3 歳以上

児） 

未移行 552 491 427 231 219 

1 号 2,896 2,672 2,446 2,354 1,999 

計 
3,448 3,163 2,873 2,585 2,218 

38.２％ 35.8％ 33.4％ 31.4％ 28.3％ 

保育所 
5,419 5,480 5,517 5,425 5,386 

60.0% 62.0% 64.0% 66.0% 68.7% 

合計 
8,867 8,643 8,390 8,010 7,604 

98.1% 97.8% 97.4% 97.4% 97.0% 

※ 各年度 3 月 1 日現在。（他市町村からの受託分を除く） 

※ 令和６年度においては、令和６年１１月 1 日現在の数値。 

※ 認定こども園（教育部分）は幼稚園として、認定こども園（保育部分）は保育所として集計。 

 
０～２歳児                                  （単位：人） 

区分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和６年度 

児童数 8,232 7,823 7,566 7,377 7,213 

利

用 

状

況 

幼稚園 

（満 3 歳児） 

未移行 93 79 74 54 34 

1 号 348 386 317 337 275 

計 
441 465 391 391 309 

5.4％ 5.9％ 5.2％ 5.3％ 4.3％ 

保育所 
4,221 4,219 4,249 4,317 4,084 

51.3% 53.9% 56.2% 58.5% 56.6% 

合計 
4,662 4,684 4,640 4,708 4,393 

56.6% 59.9% 61.3% 63.8% 60.9% 

※ 各年度 3 月 1 日現在。（他市町村からの受託分を除く） 

※ 令和６年度においては、令和６年１１月 1 日現在の数値。 

※ 認定こども園（教育部分）は幼稚園として、認定こども園（保育部分）、事業所内保育事業等は保育所として

集計。  
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Ⅰ 基本理念 
 

本市では、これまでもその時どきの社会情勢や福祉分野をめぐる環境の変化に柔軟に対応し、

施策を進めてきました。 

  今後、ますますその役割が増加していくと見込まれる福祉施策に対しては、子どもやお年寄

り、障害のある人、仕事をしながら子育てをする方々が、安心して暮らすことができ、活力あ

る都市にしていくと同時に、支えが必要な人や守っていくべき人たちへの「やさしい眼差しに

満ちた市政」を進めています。 

  本計画の策定にあたっては、この姿勢を基本として、これまでの子ども・子育て支援施策を

積み重ねながら今後の本市の子ども・子育て支援施策の更なる充実を図っていくため、基本と

なる指針を示します。 

   

  まずその手がかりとして、本市の子どもたちが自らの行動指針として策定した『たかさきこ

ども憲章』を紹介します。 

 
 
 

◎ たかさきこども憲章（全文） 

  

わたしたち高崎の子どもは、自分たちの育った愛するこのまちで、緑いっぱいの 

環境や伝統的な文化を守り、夢や希望にあふれる未来をつくるための道しるべとして、 

市制１１０周年を記念し、この「たかさきこども憲章」を定めます。 

 

わたしたちは、一人ひとりの気持ちを考え、笑顔いっぱいの平和なまちにして 

いきます。 
 

わたしたちは、自然を大切にし、緑あふれるきれいなまちをつくっていきます。 
 

わたしたちは、地域の伝統を守り、高崎の新しい文化をつくっていきます。 
 

わたしたちは、思いやりや感謝の気持ちを忘れず、人と人とのつながりを大切に 

していきます。 
 

わたしたちは、夢をかなえるために自分を信じ、努力と挑戦をしていきます。 
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この「たかさきこども憲章」は、高崎の子どもたちが未来に向けて夢や希望を持ち、明るく、

楽しく、元気よく心身ともに健やかに成長していくために自ら考え行動する指針として、市制

１１０周年を迎えた平成２２年２月に制定したものです。 

 

憲章の策定にあたっては、市内の全小・中学校、特別支援学校の代表者８６人が憲章作成委

員に任命され、子どもたちがそれぞれの考えや想いを出し合い、意見を交わしながら素案を作

成し、子どもたちが議員と執行部に分かれ議論した「たかさきこども議会」を経て制定されま

した。 

 

 

この、子どもたち自らが示した行動指針である「こども憲章」に対し、子どもたちを取り巻

く大人の目線で、未来に向けて無限の可能性を持って輝く子どもたちを健やかに、心豊かに育

てられる「高崎」をつくるための方針として定めたものが「こども都市宣言」です。 

 

 

◎ こども都市宣言（全文） 

この「こども都市宣言」は、本市の大人たちが協力して、子育てや子育て支援に取り組み、

子どもたちが安心して暮らしていけるようなまち、子どもと子育てに優しいまちをつくってい

こうとする決意を表明したもので、本市が中核市となった平成２３年４月に宣言したものです。 

本市では、子どもたち自らがその健やかな成長を誓った「こども憲章」を、家庭や地域社会

全体で支えていくことの決意を表した「こども都市宣言」で包み込む、全国でも類を見ない子

ども・子育て支援環境づくりを進めています。 

  

明日の高崎、そして世界を担うのは、子どもたちです。 

市民が育て、守ってきた伝統や精神、自然環境を受け継ぎ、子どもたち一人 

ひとりが、たくましく心豊かに成長することは、わたしたち高崎市民の願いです。 

この願いを実現するために、わたしたちは安心して子どもを産み育てることが 

できるまちづくりに取り組み、子どもの人権を尊重し、子どもたちが様々な可能性に 

挑戦できる社会をつくっていきます。 

高崎市民がともに力を合わせ、大きな心で子どもを見守り、家庭、学校をはじめ地域

社会全体で子どもを育てていくことを決意し、ここに「こどもをはぐくむ都市高崎」を

宣言します。 
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子どもは、社会の希望であり、未来をつくる力です。 

 

この子どもたち一人ひとりがかけがえのない個性ある存在として認められ、「こども憲章」で

の誓いを胸に健やかに成長し、「子どもの最善の利益」が実現できる社会を目指し、保護者は、

子育てについての第一義的責任を有するという基本認識のもとに、子育ての感動とそれを通じ

た親としての成長に喜びや生きがいを実感できるよう、さらに地域社会は保護者に寄り添い、

保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、「こども都市宣言」の決意を

実践する社会を構築します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

すべての子どもがあらゆる可能性にチャレンジすることができ、 

子育ての喜びを、親として、家庭で、地域社会全体で 

感じることができる支えあいのまちづくり 
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Ⅱ 基本的視点 
 

「子どもの最善の利益」を実現するための支えあいのまちづくりを進めていくため、この計

画では基本理念に基づき、「子ども」、「保護者」そして「地域・子育て支援関係者」の３者の立

場、視点からの方向性・目標を設定し、それぞれの権利や役割を明確にした子育て支援施策を

推進していきます。 

 

基本的視点１ 子どもの視点からの方向性 
 

○ あらゆる可能性にチャレンジできるサポート体制の構築  
 

子どもは、社会の希望であり、未来をつくる力です。 

その子どもたち一人ひとりがかけがえのない個性ある存在として認められ、自己肯定感をも

って育まれるためには成長や発達の段階に応じた適切な支援や質の高い教育・保育の提供は不

可欠です。 

本市の子どもたちが、たくましく、力強く成長し、明日の高崎、そして世界を担っていく存

在としてあらゆる可能性にチャレンジできるサポート体制の構築を進めていきます。 

 

 

基本的視点２ 保護者の視点からの方向性 
 

○ 子育てに喜びや生きがいを感じながら自らの成長をも実感し  

 楽しむことができる支援体制の充実  
 

保護者が子育てにおける第一義的な責任を果たし、子育ての権利を享受するとともに義務を

果たすことができるよう、地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対する不安、孤立感を和

らげ、また妊娠・出産期からの切れ目のない支援を行うことで、保護者が自己肯定感を持ちな

がら子どもと向き合うことができる環境を整え、親としての成長の支援も実現し、子どもの成

長と子育ての喜びを感じることができる支援体制の充実を図ります。 

 

 

基本的視点３ 地域・子育て支援関係者の視点からの方向性 
 

○ 地域社会のすべての人たちが親子の成長を支え、見守り、  

 共に喜びを分かち合える社会の構築  
 

地域社会のあらゆる分野の構成員が、未来の社会を創造し、担う存在であるすべての子ども

たちが健やかに成長できる社会の構築という目標を共有し、それぞれの知識や経験を最大限に

活かした役割を果たし、地域の子どもの成長と、また親が親として成長していく姿を温かく見

守りともに喜びを分かち合いながら、子どもの最善の利益が実現できる支えあいのまちづくり

を進めていきます。 
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Ⅲ 施策の体系 
 

「子ども」「保護者」「地域・子育て支援関係者」それぞれの基本的な視点からの方向性・目

標を実現するための施策を展開するため、基本的な目標を設定し、具体的な施策を実施してい

きます。 
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子どもの視点

からの方向性

Ⅰ

あらゆる可能性にチャレ

ンジできるサポート体制の

構築

1 子どもの健やかな成長を

支援する体制づくり

(1)乳幼児健診、保健指導等の充実

(2)小児医療体制及び保健医療サービスの充実

(3)食育の推進

(4)子どもの生きる力の育成

(5)相談支援体制の充実

２ 特別な支援が必要な子ども

への支援の充実

(1)障害のある子どもへの支援体制の充実

(2)発達に不安のある子どものサポート体制の推進

3 安全・安心な子どもの成長

に配慮した環境の整備

(1)児童館・児童センターの充実

(2)図書館、公民館などを活用した学習環境の充実

(3)公園、運動場等の充実

4 良質な教育や保育を受ける

ことができる環境の整備

(1)幼児期の教育・保育環境の基盤整備の充実

(2)学校施設及び放課後児童クラブの整備・充実

保護者の視点

からの方向性

Ⅱ

子育てに喜びや生きがいを

感じながら自らの成長をも

実感し楽しむことができる

支援体制の充実

1 安心して子どもを産み育て

ることができる環境づくり

(1)妊娠・出産期の支援の充実

(2)産後の支援の充実

(3)相談支援体制の充実

(4)情報提供の推進

(5)経済的負担の軽減

2 仕事と子育ての両立支援

(1)多様な保育ニーズに対する支援の充実

(2)待機児童を出さないための施策の推進

(3)放課後児童健全育成事業の推進

(4)就労に関する情報提供の推進

(5)男女共同参画の推進

3 ひとり親への支援

(1)日常生活支援の充実

(2)自立のための就労支援等の充実

地域・子育て支援関係者の

視点からの方向性

Ⅲ

地域社会のすべての人たち

が親子の成長を支え、

見守り、共に喜びを

分かち合える社会の構築

1 地域の子育て支援体制の

強化

(1)相談・支援体制の強化

(2)ボランティア・NPO等との連携及び活動支援の

推進

2 児童虐待防止対策の充実

(1)児童虐待防止への意識の醸成及び通告、連絡

体制の整備の充実

(2)関係機関との連携体制の強化

3 子育て支援事業に従事する

人たちへの支援体制の充実

(1)保育所・幼稚園・認定こども園

への支援の強化

(2)放課後児童クラブ関係者への支援の推進

【基本理念】【基本的視点】  【基本目標】    【基本施策】 

◎ 施策の体系図 
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Ⅰ あらゆる可能性にチャレンジできるサポート体制の構築 
 

１ 子どもの健やかな成長を支援する体制づくり  

子どもたちが未来を担うたくましい存在として成長する過程における基礎形成として、心と

身体の健やかな成長は最も重要であるといえます。 

子どもたちが心身ともに健やかに成長し、将来様々な可能性にチャレンジすることができる

体制の充実を図っていきます。 

 

（１） 乳幼児健診、保健指導等の充実 

高崎市の母子保健事業は、国の『健やか親子２１（第２次）』に準じて実施しています。子

どもの成長や発達段階に応じたきめ細かな健康診査を実施し、健やかな成長を見守り、支援

します。 

また、保護者に対する保健指導体制を充実させ、育児不安等の軽減を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 股関節脱臼検診の実施 
満２〜３か月児を対象に各保健センターにおいて集団

健康診査を実施します。 
健康課 

2 
乳幼児健康診査（委託）の

推進 

３～４か月児を対象とする３か月児健康診査、９～１０

か月児を対象とする９か月児健康診査は、市内委託医療

機関において個別に実施します。 

健康課 

3 
乳幼児健康診査（集団）の

実施 

１歳６か月児を対象とする１歳６か月児健康診査、３歳

児を対象とする３歳児健康診査は、各保健センターにお

いて集団で実施します。 

健康課 

4 
２歳児個別歯科健康診査の

実施 

２歳～３歳未満の児を対象に、市内委託医療機関におい

て個別歯科健康診査を実施します。 
健康課 

5 あかちゃん学級 
４～５か月になる赤ちゃんを対象に、育児や離乳食につ

いての相談を行います。 
健康課 

6 すくすく相談 
７〜８か月になる赤ちゃんを対象に、歯や離乳食、育児

についての相談を行います。 
健康課 

7 個別保健指導 

保護者の育児不安の解消のため、乳幼児健診等を活用

し、個別に育児相談や必要な保健指導を実施します。ま

た的確に対応できる支援体制を整備します。 

健康課 

8 離乳食教室 

７か月になる第一子をもつ保護者を対象に、離乳食講

話、歯科講話を実施し、適切な離乳や児の成長に合った

口腔ケアを行うことができるよう支援します。 

健康課 
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（２）小児医療体制及び保健医療サービスの充実 

夜間や休日に急に病気になった場合の体制の強化や法律等で定期予防接種とされているも

ののほか、任意接種となっているものに対しても一部公費負担を行うなど病状の重症化等の

予防に努めます。 

また、インフルエンザ等感染症の予防、拡大防止対策を進めていきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 夜間休日急病診療所 

夜間等に急病になったときなどのために、高崎市夜間休

日急病診療所において、内科と小児科の診療を実施しま

す。 

保健医療総務課 

2 休日当番医 

日曜・祝日・年末年始に、内科・小児科・外科・整形外

科・婦人科・耳鼻咽喉科・眼科の休日当番診療を実施し

ます。 

保健医療総務課 

3 小児救急医療体制整備 

子どもが急な発熱などをおこした場合、いち早く市内の

病院で治療を受けられるよう、２４時間３６５日の小児

救急医療体制を整備します。 

保健医療総務課 

4 定期予防接種の実施 

感染の恐れのある疾病の発生及び蔓延を予防するため

に、予防接種を行うとともに公衆衛生の向上及び健康増

進に寄与することを目的として実施します。 

（Ｂ型肝炎・ロタウイルス・小児用肺炎球菌・五種混合・

四種混合・ヒブ・ＢＣＧ・麻しん風しん混合・水痘・日

本脳炎・二種混合・ＨＰＶ（子宮頸がん、女子のみ）） 

保健予防課 

5 
任意予防接種（一部公費負

担）の実施 

乳幼児のおたふくかぜ（流行性耳下腺炎）において、一

部公費負担を実施します。 
保健予防課 

6 

特別の理由により免疫が消

失した子どもの再接種費用

の助成 

骨髄移植を受けた等の特別な理由により免疫が消失し、

過去に接種済みの定期の予防接種の効果が期待できな

いと医師に判断された場合、再接種の費用を助成しま

す。定期予防接種のうち BCG は４歳未満、小児用肺炎

球菌は６歳未満、ヒブは１０歳未満、五種混合・四種混

合は１５歳未満とし、その他の予防接種については２０

歳に達するまでとします。 

保健予防課 

7 

インフルエンザ、ノロウイ

ルス等感染症の予防啓発、

情報の発信、指導等。手洗

いチェッカー貸出事業 

感染症発生動向調査や予防啓発、情報発信等を実施し、

必要に応じて指導を実施します。感染症予防の基本であ

る手洗いについて、手洗いチェッカーを貸し出します。 

保健予防課 

8 
小児慢性特定疾病医療費の

支給 

１８歳未満（継続の場合は２０歳まで）の小児慢性特定

疾病にかかっている児童等に対し、医療費支給認定を受

けることにより、医療費の一部を助成します。 

保健予防課 

9 
小児慢性特定疾病医療費等

特別助成 

８の対象者が支払った自己負担額に相当する額、８の基

準を満たさない者のうち市で独自に定める基準を満た

す児童等に対する医療費の一部、８の認定に必要な医療

意見書等の作成費用や通院費を助成します。ただし、福

祉医療の対象となるものは除きます。また、８の対象者 

のうち重症認定患者と人工呼吸器装着者について、家族 

と外出する際の交通費等の一部を助成し、子どもたちの 

健全な育成を推進します。 

保健予防課 
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（３） 食育の推進 

「食」に関する正しい知識を身に付け、成長・発達段階における適切な食事の摂り方や食

習慣の定着などの実践により心身の健やかな成長に寄与する取組みを進めていきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
高崎市食育推進計画に基づ

く事業の推進 

「高崎市第４次食育推進計画」に基づき、食育施策を総

合的かつ計画的に推進します。 
健康課 

2 
保育所・認定こども園・幼

稚園での食育の推進 

保育所・認定こども園・幼稚園では、子どもたちが食に

関して正しい知識、習慣が身につけられるように、各園

において、実情に合わせた「食育指導計画」を作成し、

行事や調理体験など子ども参加型の取組みを通して、食

育を推進します。 

保育課 

健康教育課 

3 
小中学校での学校給食の充

実及び食育の充実 

家庭科の授業や特別活動等において、栄養や食生活につ

いての知識理解を深め、正しい食習慣を養います。また

学校給食や学校保健委員会等を通じて家庭と連携し、食

育を推進します。 

健康教育課 

 

 

（４） 子どもの生きる力の育成 

子どもたちが未来を創る力として健やかに成長する過程において、身体の成長・健康とと

もに、知・徳・体のバランスのとれた生きる力を養うことは非常に重要です。 

確かな学力の向上、豊かな人間性の育成、心身の健康と体力の向上を柱として、生涯学び

続け、心豊かにたくましく生きぬく子どもの育成に取り組みます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 確かな学力向上の支援 

子ども一人一人の自己実現に向けて、主体的・対話的で

深い学びの視点からの授業改善の推進を図るとともに、

組織としての力を生かした取組を充実させることによ

り、確かな学力の向上に努めます。 

学校教育課 

2 豊かな人間性育成の支援 

温かい人間関係づくりを基盤に据え、自らを認め、律し

つつ、他者と協調し、自他のかけがえのない命を大切に

する心や他者を思いやる心、感動する心を育成します。 

学校教育課 

3 
心身の健康と体力の向上へ

の支援 

自分の健康に関心をもち、自らすすんで健康な体をつく

る子どもを育成するため、学校と家庭・地域が連携し、

保健・体育・食育を相互に関連付けた三位一体の健康教

育「元気アップ高崎」を推進します。 

健康教育課 
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（５） 相談支援体制の充実 

様々な事情により日常的に負担を抱えている子どもに対し、子どもが子どもらしく過ごせ

るための支援の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
ヤングケアラーSOS サー

ビス事業 

家事やきょうだいの世話、家族の介護等を日常的に行っ

ている小学生から高校生までの子ども「ヤングケアラ

ー」を対象に、１日２時間、週２日を上限にヘルパーを

無料で派遣し、生活における負担の軽減を図ります。 

学校教育課 
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２ 特別な支援が必要な子どもへの支援の充実  

障害や発達の遅れ等の特性の有無に関わらず、すべての子どもがかけがえのない個性ある存

在として認められ、一人ひとりの可能性を最大限に伸ばすことができる環境の整備はとても大

切です。 

特別な支援が必要な子どもにとっても最善の利益を実現できる支援体制の充実を図ります。 

 

（1） 障害のある子どもへの支援体制の充実 

障害のある子どもが家庭や地域社会で適切な支援を受け、自立した生活を送ることができ

るよう、支援の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
高崎市障害者福祉計画に 

基づく事業の推進 

「高崎市障害者福祉計画」に基づき、積極的に障害者福

祉施策を推進します。 
障害福祉課 

2 児童発達支援事業の充実 

療育の必要がある未就学児を対象に、質の高い日常生活

における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生

活への適応訓練などを行う児童発達支援事業の充実・向

上を図ります。 

障害福祉課 

3 
放課後等デイサービス 

事業の充実 

療育の必要がある就学している児童生徒を対象に、授業

の終了後または休業日に、質の高い生活能力の向上のた

めに必要な訓練、社会との交流の促進などを行う放課後

等デイサービス事業の充実・向上を図ります。 

障害福祉課 

4 
保育所等訪問支援事業の充

実 

保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童

との集団生活への適応の為の質の高い専門的な支援そ

の他必要な支援を行う保育所等訪問支援事業の充実・向

上を図ります。 

障害福祉課 

5 障害児相談支援事業の充実 

１８歳未満の障害のある子どもの療育に関する相談支

援を実施し、療養施設に通うための質の高い障害児支援

利用計画を作成し、関係機関との連絡調整等を行う障害

児相談支援事業の充実・向上を図ります。 

障害福祉課 

6 

障害者支援ＳＯＳセンター

ばる～んにおける相談・支

援の充実 

年齢や障害の種類、状況を問わず、障害に関する不安や

悩み事、心配事をワンストップで受け付け、対応の助言

や関係部署、関係機関へつなぐことにより、障害のある

人やその家族などへの支援を行います。 

障害福祉課 

7 特別児童扶養手当の支給 

精神または身体に重い障害のある児童（２０歳未満）に

ついて、手当を支給することにより、児童の福祉の増進

を図ります。 

こども家庭課 

8 障害児福祉手当の支給 
在宅で常時介護を必要とする重度の障害児に対して手

当を支給します。 
障害福祉課 

9 福祉医療費助成の実施 

一定の障害を有し、世帯の所得が一定の基準額の範囲内

の方に対して、医療費の自己負担金を助成することによ

り医療費の負担を軽減し、健康管理の向上及び福祉の増

進を図ります。 

保険年金課 

10 育成医療の実施 
１８歳未満の障害児に対して、障害の軽減などのために

医療費の助成を行います。 
障害福祉課 
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（２） 発達に不安のある子どものサポート体制の推進 

発達に不安や特性のある子どもを総合的にサポートし、乳幼児期から学齢期まで一貫した

支援を行うことにより子どもたちが将来自立し社会参加するために必要な力を培える体制づ

くりを進めていきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 個別相談の充実 

心理士、保健師、教諭、保育士、言語聴覚士、作業療法

士等専門職による個別相談を随時実施し、発達に不安の

ある子どもとその保護者の相談に応じ、子育ての不安の

軽減を図ると共に、関係機関と連携しながら総合的に支

援していきます。 

こども発達支援

センター 

2 
保育所・認定こども園・幼

稚園等巡回相談の推進 

保育所・認定こども園・幼稚園の集団生活の中で保護

者・保育士・教諭等の何らかの気付きを適切な支援につ

なげていくために心理士、保健師、教諭等のスタッフに

よる巡回相談を行い、支援します。 

こども発達支援

センター 

保育課 

学校教育課 

3 学校訪問相談の充実 

小・中学校の集団生活の中で保護者・教職員等の何らか

の気付きを適切な支援につなげていくために心理士、保

健師、教諭等のスタッフによる訪問相談を行い、支援し

ます。 

こども発達支援

センター 

学校教育課 

4 
乳幼児発達相談「にこにこ

るーむ」 

各保健センターを会場に作業療法士による乳幼児の発

達相談を行い、保護者と子どもが安心して日常生活を過

ごせるよう支援します。 

こども発達支援

センター 

健康課 

5 ペアレントトレーニング 

親が子どもの行動変容における心理やパターンを理

解・分析し、問題行動を適切な対応で減少することので

きる技術を獲得することを目的とし、ペアレントトレー

ニングを実施します。 

こども発達支援

センター 

6 気になる子への支援の推進 

発達や発育の遅れ、常同行動など他の子と少し違う

行動が見られるなど、いわゆる気になる子に対して、

保育所・認定こども園・幼稚園などで手厚い支援を受け

られる体制づくりを図ります。 

保育課 

教職員課 

7 
乳幼児健診後の遊びの教室

（まめの木学級）の実施 

発達が気になる子や育児不安がある保護者に対して、保

育士等による集団遊びや心理士による講話・個別相談を

行うことで、育児についての情報提供を図り、安心して

育児ができるように支援します。 

健康課 

8 こども相談の実施 

乳幼児健康診査等から発達上の障害、問題行動の見られ

る児や心配のある保護者に対し、心理相談員による個別

相談を実施し、対応方法等について指導します。 

健康課 
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３ 安全・安心な子どもの成長に配慮した環境の整備  

子どもたちが成長の段階に応じて、のびのびと思いっきり身体を動かしたり、ゆっくりと保

護者とともに過ごすことができる施設等の子育て環境の充実は、子どもの心身の発育に大きな

影響を及ぼします。 

子どもたちが安心して遊び、過ごすことができる環境の整備に努めます。 

 

（１） 児童館・児童センターの充実 

子どもの遊びを通して、健康の増進や情操を高めることを目的とした児童館・児童センタ

ーで、天候に左右されず子どもたちがのびのびと遊ぶことができる環境の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
児童館・児童センターの 

充実 

地域の子育て拠点として、健全な遊びを与えるとともに

異年齢交流の場を提供します。 
こども家庭課 

2 
民間児童センターへの支援

の充実 

異年齢交流の場として利用できるように、民間の児童セ

ンターへのバックアップを行います。 
こども家庭課 

 

 

（２） 図書館、公民館などを活用した学習環境の充実 

子どもの発達に応じた絵本などの充実や読み聞かせの会の開催など、親子で利用しやすい

開かれた図書館の環境づくりを目指します。 

また、公民館図書室の充実、開放を進めるほか、子育て支援講座等を開催し、子どもも保

護者も共に学ぶことができる環境づくりを進めていきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
子ども向け絵本の充実及び

保護者への情報提供 

子育て中の親及び子どもに対する読書を通じた親子の

ふれあいの支援のため、絵本の充実や紹介に努めるとと

もに、子ども向け図書の貸し出しを促進します。 

図書館 

中央公民館 

2 読み聞かせの会の推進 

子育て中の親及び子どもに対する読書を通じた親子の

ふれあいの支援を目的とした読み聞かせ活動を促進し

ます。 

社会教育課 

図書館 

中央公民館 

3 
ブックスタート事業との 

連携の強化 

ブックスタート事業は、赤ちゃんと保護者が絵本を通じ

て親子のふれあいや絆を深めるきっかけづくりを目的

とした子育て支援事業です。事業の実施において、図書

館や公民館図書室との連携強化を図ります。 

こども家庭課 

図書館 

中央公民館 

4 子育て支援講座等の充実 

子育てやしつけなどの家庭教育の在り方を見つめ直し

てもらうため、より多くの親に働きかけ、家庭教育につ

いて考える機会を提供することにより、家庭の教育力の

向上を図ります。 

社会教育課 

中央公民館 

5 子ども図書館の整備 

子どもたちが豊かな創造性や健やかな成長を育む場と

して、高崎駅東口の都市集客施設内に、子ども図書館を

整備します。 

市街地整備課 

図書館 
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（３） 公園、運動場等の充実 

近年、子どもの健康増進だけでなく豊かな人間性を形成するために、子どもの体力や運動

能力を培うことの大切さが言われています。 

子どもの成長の段階に応じた遊びや運動が安心してできる、心身の健康を増進できる環境

整備を進めていきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
公園・緑地のユニバーサル

デザイン化 

公園出入り口や園路などの段差解消や水飲みなど、バリ

アフリーに対応した施設整備を進め、子どもから高齢者

まで誰もが利用しやすいユニバーサルデザインに配慮

した公園及び緑地を整備します。 

公園緑地課 

2 公園の整備 

公園は、遊びの場やスポーツ・レクリエーションの場、

自然や緑とふれあう場など、様々な役割を担っているこ

とから、子どもたちが安全・安心に利用できる魅力ある

公園づくりに取り組んでいきます。 

公園緑地課 

3 体育施設の整備 

子どもからお年寄りまで、市民が各種のスポーツ活動に

参加できるよう、市民ニーズを踏まえた整備を推進しま

す。 

スポーツ課 

４ 屋内こども広場の整備 

天候に左右されず親と子が気軽に遊びながら子どもた

ちの豊かな創造性を育む施設として、高崎駅東口の都市

集客施設内に、屋内型のこども広場を整備します。 

市街地整備課 

観光課 
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4 良質な教育や保育を受けることができる環境の整備  

幼稚園、保育所や認定こども園、また小中学校や放課後児童クラブは、子どもたちのそれぞ

れの成長・発達段階に応じた教育・保育を提供する必要があります。それぞれの施設や設備、

運営上の面において、量的にも質的にも良好な環境の整備に努めます。 

 

 

（１） 幼児期の教育・保育環境の基盤整備の充実 

幼児期における学校教育や保育に対するニーズを捉えた必要な整備を進めていきます。 

また、既存の認定こども園や認定こども園に移行する幼稚園、保育所に対し、必要な支援

を行うとともに、利用者のニーズを踏まえ、適切に普及・促進を図っていきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
教育・保育施設に対する必

要な基盤整備 

教育・保育施設に対する必要な基盤整備を実施するとと

もに、認定こども園に移行する施設に対しても、適切に

対応します。 

保育課 

教職員課 

 

 

（２） 学校施設及び放課後児童クラブの整備・充実 

小・中学校教育環境や放課後児童健全育成事業の充実を図ります。 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
安心して学ぶことができる

教育環境の整備 

子どもたちが学校で安心して学習ができるよう、学校施

設の整備に引き続き取り組んでいきます。 
教育総務課 

2 
放課後児童クラブに対する

必要な環境整備 

保護者の就労等により放課後に保育が必要な児童が安

心して過ごせるように、空き家および学校の余裕教室の

活用や、必要な施設の整備など、地域の実状に応じて適

切に対応します。 

こども家庭課 
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Ⅱ 子育てに喜びや生きがいを感じながら 

自らの成長をも実感し楽しむことができる支援体制の充実 
 

 

１ 安心して子どもを産み育てることができる環境づくり  

核家族化や地域のつながりの希薄化、さらには就労形態の多様化などにより、出産や育児に

対し悩みや不安を抱えている人たちが増加している現状を踏まえ、様々な角度からその不安を

和らげ、安心して出産、育児ができる環境の整備に取り組みます。 

 

（１） 妊娠・出産期の支援の充実 

子どもが欲しいという希望や出産期の様々な不安に対して適切な援助や支援を行い、安心

して妊娠・出産・育児ができる体制の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
一般不妊治療費助成事業の

実施 

子どもを授かりたいと願い不妊治療を行う人の負担軽

減を図ります。 
健康課 

2 
生殖補助医療費助成事業の

実施 

生殖補助医療（体外受精または顕微授精）を行っている

夫婦の経済的な負担を軽減し、その治療に要する医療費

の一部を助成し支援を行います。 

健康課 

3 
不育症治療費助成事業の 

実施 

不育症に悩む夫婦の経済的負担を軽減するため、その検

査、治療に要する医療費の一部を助成し、支援を行いま

す。 

健康課 

4 
がん患者等妊孕性温存治療

費等助成事業の実施 

将来的な妊娠や出産への希望を残すため、がん等の治療

開始前に行う妊孕性温存治療及び凍結保存の維持に要

する費用の一部を助成し、支援を行います。 

健康課 

5 妊婦健康診査の充実 

妊婦一般健康診査の助成を行います。また、妊婦健康診

査の際に、受診者負担となる追加検査等にかかる費用の

一部を助成します。 

健康課 

6 
妊婦個別歯科健康診査の 

実施 

かかりつけ医による、妊娠中の歯科健康診査・歯科保健

指導を受けることで、う歯や歯周病の治療・予防を目指

します。 

健康課 

7 
マタニティレッスン 

・プレパパママ教室 

初めてママになる妊婦さんとその夫・パートナーを対象

に、妊娠・出産・育児についての講話や実習等を行いま

す。 

健康課 

8 
おなかの赤ちゃんをみんな

で守る事業の推進 

母子健康手帳交付時に「マタニティ車用ステッカー」を、

全妊婦に配布し、地域であたたかく気遣い、妊婦を見守

ります。 

健康課 

9 
多胎妊婦健康診査費助成の

実施 

多胎児の妊婦は、単胎児の妊婦にくらべ、健康診査の回

数が多くなります。このため、１４枚交付している「妊

婦健康診査受診票」を超えた分の費用の一部について助

成を行います。 

健康課 

10 
新生児聴覚検査費助成の 

実施 

聴覚障害を早期に発見し、適切な支援を講じるために有

効とされる、新生児聴覚検査費用の一部を助成します。 
健康課 
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11 
新生児難病検査等費用助成

の実施 

公費対象となっている先天性代謝異常等２０疾病の検

査に加え、公費検査対象外の９疾病について、「検査費

用の助成」と「通院費の特別助成」を実施します。 

健康課 

12 
初回産科受診料助成事業の

実施 

本市の全ての妊婦に対して、初回産科受診料を助成する

ことで、妊婦の経済的負担を軽減し、適切な時期の産科

受診につなげます。 

健康課 

13 
出産・子育て応援事業の実

施 

安心して出産・子育てができるよう、妊娠期から切れ目

のない相談支援を実施するとともに、経済的支援とし

て、電子地域通貨である高崎通貨で出産・子育て応援給

付金を給付します。 

健康課 

14 出産入院費用支援の実施 
正常分娩による出産で、国内の産科・産婦人科・助産所

等に入院した産婦を対象に出産入院費用を助成します。 
健康課 

15 
母子手帳アプリの利活用

（子育てアプリ） 

電子母子手帳や予防接種のスケジュール管理、母子教室

関係の予約等に活用でき、妊娠期から子育て期にかけ、

子育て支援に利活用されます。 

健康課 

16 
子育てＳＯＳサービス事業

の実施 

妊娠中の人や乳幼児の保護者の心と身体にかかる負担

軽減のため、ヘルパーを派遣して家事等を援助し、安心

して育児や日常生活を営めるよう支援します。 

保育課 

 

（２） 産後の支援の充実 

出産後の保護者は、大きな精神的・身体的な不安や負担を感じ、また核家族化などを背景

として近くに助けを求めることができる親族や知人がいない現状が多くあります。 

産後の支援は、子どもだけでなく保護者の心身の健康を支えていくことが大切であり、こ

うした支援の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
子育てＳＯＳサービス事業

の実施（再掲） 

妊娠中の人や乳幼児の保護者の心と身体にかかる負担

軽減のため、ヘルパーを派遣して家事等を援助し、安心

して育児や日常生活を営めるよう支援します。 

保育課 

2 
産婦個別歯科健康診査の 

実施 

かかりつけ医による、産後の歯科健康診査・歯科保健指

導を受けることで、う歯や歯周病の治療・予防を目指し

ます。 

健康課 

3 産後ケア事業の実施 

産後の心身共に不安定な時期に、家族等から援助が受け

られない母子等に対して、心身のケアや育児のサポート

を行い、育児不安の解消や虐待の予防を図ります。 

健康課 

4 産婦健康診査の実施 

産後うつの予防や新生児の虐待予防等を図るため、産婦

の健康診査を実施し、心身状態の確認や助言等を行いま

す。 

健康課 
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（３） 相談支援体制の充実 

核家族化や地域のつながりの希薄化などにより、近隣に相談ができる親族や知人がいない

ため、孤立感を感じている保護者が増加しています。 

こうした保護者の不安や孤立感を和らげるための訪問による相談や、個別相談など相談支

援体制の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
助産師・保健師・栄養士に

よる訪問指導の推進 

育児の困難や不安を最も多く感じる新生児期に家庭訪

問し、育児不安の相談に応じ、安心して育児を行えるよ

う指導を行います。 

健康課 

2 
母子等保健推進員活動の 

推進（通称母
ぼ

推
すい

さん） 

市長から委嘱を受けた地域の役員が、市と子育て家庭を

つなぐ活動として、乳幼児のいる家庭に伺い、健診等の

お知らせや育児の悩みについて一緒に考えます。 

健康課 

3 

母子等保健推進員による乳

児家庭全戸訪問事業（こん

にちは赤ちゃん事業）の推

進 

生後４か月までの乳児がいる家庭へ訪問し、子育て支援

情報の提供の他、育児に関する不安や悩みを聞き、必要

に応じて市保健師につなげます。 

健康課 

4 家庭児童相談の充実 

子育てに悩んでいる人、悩みを相談する人が近くにいな

い人、不安のある人、母子生活支援施設への入所相談等、

家庭児童に関する各種相談の充実を図ります。 

こども救援セン

ター 

5 子どもの発達相談の充実 
個別相談や保育所・認定こども園・幼稚園への巡回相談、

学校訪問等により相談支援体制の充実を図ります。 

こども発達支援

センター 

6 子育て相談の実施 

子育てなんでもセンターは、子育て支援の拠点施設とし

て、子育て中や妊娠中の人が、１か所で様々な相談がで

き、必要な支援が受けられる体制を整えます。 

母子等健康相談、子どもの発達面の相談、教育相談等を

行います。 

子育てなんでも

センター 
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（４） 情報提供の推進 

生活スタイルの多様化や子育て観の変化などにより求められる子育て情報は多種多様であ

り、またインターネット等の普及により簡単に情報を手にすることが可能となった反面、情

報があふれ真に必要とする情報の判断に苦慮することも見受けられています。 

保護者それぞれの環境や立場によって必要な情報を伝えたり、いつでも情報を手に入れる

ことができる環境づくりを進めます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
低出生体重児親の会（ぴよ

ぴよ広場）の実施 

出生体重２，０００ｇ未満の低出生体重児に合わせた育

児について情報提供し、家庭での療育を支援し、当事者

同士の交流や、相互に支えあう力の育成を図ります。 

健康課 

2 保育所等入所案内等の配布 

保育所・認定こども園（保育部分）入所案内は広報高崎

や市のＨＰでの周知を行うほか、保育課・各支所保育担

当課又は各施設において配布を行います。 

また、幼稚園・認定こども園（教育部分）に関する資料

等も関連部署の窓口に設置及び配布を行います。 

保育課 

教職員課 

3 
子育て応援ブックの作成・

配布 

出産や子育てに関する各種サービスや相談窓口をわか

りやすく掲載した情報誌を作成し、母子手帳交付時など

に配布します。 

こども家庭課 

4 
子育て応援情報サイト 

『ちゃいたか』の充実 

子どもや子育てに関する情報を集めたポータルサイト

として、子育て中や子育てに関わっている人たちに対

し、わかりやすく情報提供し、子育てに対する不安や悩

みを軽減、解消できるよう充実を図ります。 

こども家庭課 

5 
子育て情報紙「すくいく」

の作成・配布 

子育てサークル団体に関する情報を分かりやすく掲載

し、作成・配布します。 
社会教育課 

6 

生涯学習情報サイト 

「まなびネットたかさき」

の充実 

市内各社会教育施設で実施する子育て支援講座の紹介、

子育てサークル情報、家庭教育に関わる講師の紹介をし

ます。 

社会教育課 

7 就園相談の実施 

子育てなんでもセンターにおいて、保育所・認定こども

園・幼稚園の情報提供・相談を行います。各園の園長等

が輪番で相談を受け付けます。 

子育てなんでも

センター 
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（５） 経済的負担の軽減 

子どもを希望する多くの夫婦が積極的に子どもを産む選択ができない主な理由として「子

育てにお金がかかりすぎる」といった経済的理由が多くよせられています。 

こうした状況にあることを踏まえ、法に基づく手当等の給付とともに市独自の施策による

経済的負担の軽減に努めていきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 児童手当の支給 

高校生年代までの児童を養育している者に、子育て家庭

の生活を安定させ、生活の質が高まるよう支援するた

め、経済的負担の一部を支給します。 

こども家庭課 

2 
福祉医療費助成（高校生世

代まで）の実施 

高校生世代まで（１８歳到達後最初の３月３１日まで）

の子どもに対する医療費の助成制度で、医療に係る自己

負担金を助成することにより、健康管理の向上及び福祉

の増進を図ります。 

保険年金課 

3 
幼児教育･保育の無償化の

実施 

保育所・認定こども園・幼稚園等を利用する３歳から５

歳の全ての子どもについて、少子化対策を目的に保護者

の経済的負担を軽減するため、保育料の無償化を実施し

ます。 

保育課 

教職員課 

4 
第３子目以降保育料無料化

の実施 

保育所・認定こども園（保育部分）の３歳未満児及び放

課後児童クラブにおいて児童の属する世帯が子どもを

３人以上扶養している場合、第３子目以降に該当する入

所児童の保育料の無料化を実施します。 

保育課 

こども家庭課 

5 
第３子目以降副食費無償化

の実施 

保護者が負担している副食費について、無償化の対象と

なる子どものうち、子どもの属する世帯が子どもを３人

以上扶養している場合、第３子目以降に該当する子ども

の副食費の無償化を実施します。 

保育課 

教職員課 

6 
実費徴収に係る補足給付事

業の実施 

一定の所得以下の世帯や第３子目以降の子どもがいる

世帯等を対象に、保護者が教育・保育施設に支払うべき

食事の提供に要する費用や日用品、文具などの購入等に

要する費用の一部を助成します。 

保育課 

教職員課 
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２ 仕事と子育ての両立支援  

就労形態の多様化や共働き家庭の増加など、多様な子育て支援ニーズを的確に捉え、仕事と

子育ての両立を図ることができる環境づくりを進めていきます。 

 

 

（１） 多様な保育ニーズに対する支援の充実 

働きたくても子どもを預ける保育所・認定こども園がないため就労をあきらめている待機

児童の問題が全国で発生している現状や、様々な就労形態による保育ニーズの多様化などの

社会的な情勢を踏まえ、仕事を理由に出産・育児をあきらめることのないよう、同時に出産・

育児を理由に就労をあきらめることがないような支援体制の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 保育所等の施設の充実 
保育所等の入所申込状況等を踏まえながら、待機児童が

発生しないように施設の充実を図ります。 
保育課 

2 延長保育事業の充実 
保護者からの保育ニーズに対応するため、通常の開所時

間を延長して保育の充実を図ります。 
保育課 

3 休日保育事業の充実 
保護者の就労等で休日の保育が必要になった場合の保

育の充実を図ります。 
保育課 

4 一時預かり事業の充実 

育児疲れによる保護者の心理的・身体的負担軽減、保護

者の疾病や災害等により家庭での保育が困難となる場

合に、一時的な保育の充実を図ります。 

保育課 

5 
幼稚園・認定こども園での

一時預かり事業の充実 

保護者の就労等の事由による保育ニーズに対応するた

め、幼稚園及び認定こども園の在園児（１号認定子ども）

を主な対象とした一時預かり事業の充実を図ります。 

教職員課 

保育課 

6 病児・病後児保育の充実 

病気の発症時や回復期の子どもで、保護者の就労等の理

由により、保護者が保育できない場合に、子どもを預か

る事業で、実施施設の充実を図ります。さらに、スマー

トフォンから２４時間予約できるオンラインシステム

を運用し、利用者の利便性向上も図ります。 

保育課 

7 子育て支援センターの充実 

市内１４の保育所・認定こども園、群馬福祉会館におい

て、子育てに関する不安や疑問についての相談を受けた

り､地域の保育情報の提供や活動状況の紹介などを行っ

ています。 

それぞれの実施場所で工夫しながら遊び場を提供し､親

子､親同士､子ども同士のコミュニケーションづくりや

子育てサークル活動などのお手伝いをしながら、地域で

の子どもの成長の見守り、子育て支援ができるよう機能

の充実を図ります。 

保育課 

8 
ファミリー・サポート・ 

センター事業の充実 

地域において子育ての援助を受けたい人と行いたい人

が会員となり、子育ての相互援助活動を行うことによ

り、安心してゆとりある子育てができる環境づくりを目

指す活動を実施しています。 

依頼・援助のコーディネートなどの支援体制や事業の周

知等を引き続き充実させ、利用の促進を推進します。 

保育課 
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9 
交流・プレイルーム事業の

実施 

子育てなんでもセンターにおいて、子育て中の人がお互

いに情報交換できる交流の場や子どもたちの遊びの場

を提供し、安心して子どもを産み、育てることができる

よう事業の充実を図ります。 

子育てなんでも

センター 

10 託児ルーム事業の実施 

子育てなんでもセンター及び高崎市役所群馬支所内に

おいて、子育て中のリフレッシュ（映画鑑賞や観劇、買

い物、美容院）等、どんな時でも気軽に利用できる託児

ルーム事業を実施します。 

運営は、保育所などを運営する若手経営者で組織された

NPO 法人に委託をし、保育士の資格を持つスタッフが

常駐します。 

子育てなんでも

センター 

保育課 

 

 

（２） 待機児童を出さないための施策の推進 

保育所等の定員増に伴う増築等必要な施設整備を継続して実施するほか、保育士の確保を

進めるための本市独自の補助制度を推進します。 

さらに、今後も需要が見込まれる保育ニーズに対応するため、保育士資格取得者が働きや

すい環境の整備に努めます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
保育所等への施設整備補助

の充実 

定員増に伴い増築等が必要な保育所等に対する財政支

援の充実に努めます。 
保育課 

2 
保育所等入所待機児童解消

補助制度の推進 

年度途中でも保育所等に入所することができるよう、必

要な保育士の人件費の一部に対する補助制度の推進を

図ります。 

保育課 

3 
保育士資格取得（予定）者

等に対する施設見学の実施 

保育士資格の取得を目指す学生や一度保育士を経験し

たが子育て等によりブランクのあった方々等を対象と

して、実際の保育所等の見学や先輩保育士との懇談によ

り資格取得後等に保育士として働くことに希望が持て

るよう、必要な取り組みを実施します。 

保育課 

4 保育士確保事業の実施 

潜在的な保育士不足が見受けられる中、需要が見込まれ

る保育ニーズに対応するため、人材派遣会社等を通じて

保育士確保に努めます。そして、子育てなんでもセンタ

ー内に就労支援などを行う総合相談窓口を設置し、さら

に保育士等への家賃補助を実施することで、保育士等の

人材不足の解消に努めます。 

保育課 

教職員課 
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（３） 放課後児童健全育成事業の推進 

保護者の就労等により放課後に保育が必要な高学年までの児童に適切な遊びや生活の場を

提供し、その健全育成を図る放課後児童健全育成事業を推進し、高学年児童の受け入れや夏

休み等の長期休暇中の受け入れの促進を図るとともに、支援員の確保や施設の充実、保護者

の運営負担の軽減といった課題の解決を図るため、社会福祉法人やＮＰＯ法人等の民間法人

への委託をはじめ、外部委託の積極的な活用など、効果的な運営体制の確保を図り、子育て

世帯の保護者の仕事と子育ての両立に寄与していきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
放課後児童クラブの運営に

対する支援の推進 

放課後児童クラブに対するハード面、ソフト面の支援を

継続して実施し、より良い運営体制の検討を図り、地域

の実情に応じた適切な取り組みを行います。 

こども家庭課 

 

（４） 就労に関する情報提供の推進 

市が行う就労に関する事業のほか、ハローワークや群馬県が実施する就労支援事業との連

携・協力を推進していくとともに、出産等により仕事をやめた人たちなどの再就職支援のた

め、情報提供に努めます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 市民就業相談の実施 
就職・就労に関する悩みや相談に対し、就労支援や職業

訓練などの各種支援機関の案内に努めます。 
産業政策課 

2 ハローワークとの連携 

子育て中の人の再就職を支援するため、ハローワークと

連携した就職面接会を開催し一人でも多くの人を就職

につなげていけるよう努めます。 

産業政策課 

3 就労相談の実施 

子育てなんでもセンターにおいて、出産、子育てを機に

離職した人の再就職に向けた支援、子育てと仕事の両立

などに関する相談、ハローワークと連携した求人情報の

提供を行います。 

毎週水曜日はハローワークが、火曜日から金曜日はキャ

リアコンサルタントの資格を持つスタッフが、相談を受

け付けます。 

子育てなんでも

センター 

 

（５） 男女共同参画の推進 

固定的な性別役割分担意識の解消を進め、男女がよきパートナーとしてともに責任を担い、

性別にかかわらず一人ひとりの個性や能力を十分に発揮できる社会の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
高崎市男女共同参画計画に

基づく事業の推進 

「高崎市第５次男女共同参画計画」に基づき、男女共同

参画社会の形成に関する事業を推進します。 

人権男女共同参

画課 

2 
ＤＶ相談及び男女共同参画

相談の充実 

配偶者等からの暴力や、男女の日常生活で生じる問題な

どの相談に応じ、必要な支援を行います。 

人権男女共同参

画課 

3 

仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）の

推進 

仕事と生活との調和の普及を図るため、男性も主体的に

子育てや家事に関わることができるような講座の開催

や、育児・介護休業の取得しやすい職場環境づくりに向

けた啓発に努めます。 

人権男女共同参

画課 
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３ ひとり親への支援  

様々な理由によりひとり親となった家庭は、経済的な困窮、就労における課題、子どもの養

育の状況など、様々な問題を抱えている家庭の割合が高く、その子どもの成長の過程において

その夢や希望をあきらめなければならないことがあります。 

ひとり親家庭の保護者の負担軽減や、子どもがそれぞれの成長段階で夢や希望の実現に向け

チャレンジできる支援を進めていきます。 

 

（１） 日常生活支援の充実 

ひとり親家庭が抱える経済的・精神的な困難に対する支援を行い、日常生活の安定を図り

ながら自立に向けた支援の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 児童扶養手当の支給 

父母の離婚等により、父または母と生計を同じくしてい

ない児童を対象に、育成される家庭の生活の安定と自立

を助け、児童の福祉の増進を図るため、手当を支給しま

す。 

こども家庭課 

2 
ひとり親家庭等への医療費

助成の実施 

ひとり親家庭で１９歳未満（１８歳到達後最初の３月３

１日まで）の児童とその扶養者に対して医療費の自己負

担金を助成する制度で、医療費の負担を軽減し、健康管

理の向上及び福祉の増進を図ります。 

保険年金課 

3 
ひとり親家庭児童入学（卒

業）祝金の支給 

ひとり親家庭の児童が小学校に入学する場合、またはひ

とり親家庭の児童が中学校を卒業する場合、保護者の方

に入学（卒業）祝金を支給します。 

こども家庭課 

4 

子育て短期支援事業（ショ

ートステイ・トワイライト

ステイ）の推進 

保護者が疾病や仕事等の社会的な事由により、家庭にお

いて子どもを養育することが一時的に困難になった場

合、児童福祉施設等で一時的に養育をします。 

こども救援セン

ター 

 

（２） 自立のための就労支援等の充実 

ひとり親家庭の保護者がよりよい収入や雇用条件で就労することができるようにするため

の援助や、子どもの学費や事業開始のための資金の貸付等を行うことによってひとり親家庭

の自立の推進を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
高等職業訓練促進給付金等

事業の推進 

母子家庭の母又は父子家庭の父の自立促進を図るため、

促進費及び一時金を支給し、生活の安定に資する資格の

取得を支援します。 

こども家庭課 

2 
自立支援教育訓練給付金事

業の推進 

母子家庭の母又は父子家庭の父の職業能力開発を支援

し、ひとり親家庭の自立促進を図るために訓練給付金を

支給し、母子・父子家庭の自立を推進します。 

こども家庭課 

3 
高卒認定試験合格支援給付

金の充実 

高等学校を卒業していないひとり親家庭の親及び、その

児童（20 歳未満）が高等学校卒業程度認定試験の合格

を目指す場合に、対策講座の授業費用の一部を補助し、

ひとり親家庭の親及び、その児童（２０歳未満）の学び

なおしを支援します。 

こども家庭課 

4 
母子父子寡婦福祉資金貸付

金の充実 

母子家庭、父子家庭及び寡婦の経済的自立と児童の福祉

を増進するための貸付の充実を図ります。 
こども家庭課 

5 
母子・父子自立支援員によ

る相談体制の充実 

母子・父子自立支援員を配置し、母子・父子家庭等の自

立に向けた総合的な支援、相談の充実を図ります。 
こども家庭課 
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Ⅲ 地域社会のすべての人たちが親子の成長を支え、見守り、 

共に喜びを分かち合える社会の構築 
 

１ 地域の子育て支援体制の強化  

様々な社会的要因を背景に地域のつながりの希薄化とともに地域の子育て力の低下が懸念さ

れていますが、子育て中の保護者が子育てに不安や孤立感を持つことがなくなるようにするに

は地域の支援や見守りが不可欠です。 

行政による支援の強化とともに、地域の人たちによる子育てに対する見守りを強化し、地域

社会全体の子育て支援体制の充実を図っていきます。 

 

（１） 相談・支援体制の強化 

出産や子育てに対する相談や指導体制の充実を図るとともに、地域に出ることを躊躇して

いる保護者には訪問による相談等を行い、子育ての不安を取り除く体制を強化していきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
健康課保健師等による相談

指導等の充実 

妊産婦・新生児を対象に家庭訪問をし、疾病予防と育児

不安等の軽減のために必要な保健指導、助言を行い、ま

た健（検）診等で発達や養育に不安のある母子を対象に、

養育指導と不安解消のための相談を受け付けます。 

健康課 

2 

母子等保健推進員活動の 

推進（通称母
ぼ

推
すい

さん） 

（再掲） 

市長から委嘱を受けた地域の役員が、市と子育て家庭を

つなぐ活動として、乳幼児のいる家庭に伺い、健診等の

お知らせや育児の悩みについて一緒に考えます。 

健康課 

3 
乳幼児健康診査未受診者対

策の強化 

乳幼児健康診査未受診者をもらさず受診勧奨を行い、も

れなく発育・発達の確認を行います。 
健康課 

4 
養育支援等必要な訪問支援

の実施 

子育てに不安を抱えていたり、様々な理由により子ども

の養育に支援を必要としている家庭等に対して、専門職

員や保健師等が訪問を行い、保護者の育児不安の軽減や

定期的な訪問支援等を行うことにより、養育力の向上や

児童虐待等の未然防止を図ります。 

こども救援セン

ター 

健康課 

5 
母子保健機能及び児童福祉

機能の連携の推進 

保健センター６か所とこども家庭課（子育てなんでもセ

ンター）、こども救援センターが連携し、以下の業務を

推進します。 

■全ての妊産婦・乳幼児・保護者等、子育て世代を対象

として、安心して妊娠・出産・子育てができるよう、関

係各機関と連携調整を行い、地域・関係各機関へ子育て

情報等の発信に努めます。 

■母子健康手帳交付時に保健師・助産師が行う面談の機

会を活用し、必要な情報の把握と相談に応じ、適切な関

係機関・支援を紹介するなどして、妊娠期から子育て期

にわたる切れ目ない支援を行います。 

健康課 

こども家庭課 

子育てなんでも

センター 

こども救援セン

ター 
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（２） ボランティア・ＮＰＯ等との連携及び活動支援の推進 

子どもたちの健やかな成長の支援には、保護者や事業者、行政だけでなく地域で活躍する

ボランティアの方々やＮＰＯ・子育て支援団体等の協働が不可欠です。 

ボランティアやＮＰＯ等との連携・協力体制を進めていくとともに、これらの方々が活動

しやすい環境の整備及び支援の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 

ファミリー・サポート・ 

センター事業の会員への 

支援 

地域における子育て援助の担い手であるファミリー・サ

ポート・センター事業の「まかせて会員」になりやすい

環境の整備と、その支援の充実を図ります。 

保育課 

2 ブックスタート事業の推進 

赤ちゃんと保護者が絵本を通じて、親子のふれあいや絆

を深めるきっかけづくりを目的としたブックスタート

事業を地域の読み聞かせボランティアへ委託し、協働で

推進します。 

こども家庭課 

3 こども基金助成事業の充実 

主体的に子育て支援活動を行う団体を対象として、高崎

市こども基金からその活動費の一部を助成することで、

子育て支援活動の支援の充実を図ります。 

こども家庭課 

4 
『ちゃいたか』サポーター

の活動支援の充実 

子育て応援情報サイト「ちゃいたか」では、市民ボラン

ティアの「ちゃいたかサポーター」が子育て等の情報を

発信します。 

新規サポーターへの研修やサポーター会議等を開催し、

活動支援の充実を図ります。 

こども家庭課 
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２ 児童虐待防止対策の充実 

こども救援センターでは、児童虐待への対応の迅速化ときめ細やかな支援を行うため、専門

職の配置も含めた体制の強化を図ります。 

地域の見守りや関係機関との更なる連携により、児童虐待の早期発見・早期対応と未然防止

に努めていきます。 

 

（１） 児童虐待防止への意識の醸成及び通告、連絡体制の整備の充実 

児童虐待の未然防止、早期発見には地域住民からの通告や連絡などが不可欠です。児童虐

待の可能性があると感じた場合は、すぐに関係機関等へ通告する意識の醸成を図ると同時に、

通告をしやすく、受けやすい環境整備の充実を図ります。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 相談・訪問支援体制の強化 

適切な児童家庭相談援助活動、児童虐待通告があった場

合等の迅速な対応とその後の適切な支援体制を強化し

ます。 

こども救援セン

ター 

2 
２４時間電話受付体制の実

施 

２４時間電話相談等窓口を開設し、児童虐待通告や相談

等の受付体制の充実を図ります。 

こども救援セン

ター 

3 

オレンジリボン・児童虐待

防止推進キャンペーンの実

施 

毎年１１月は、国のオレンジリボン・児童虐待防止推進

キャンペーンの実施月間です。児童虐待防止の広報掲載

やのぼり旗設置など、児童虐待防止に向けた啓発活動を

実施します。 

こども救援セン

ター 

 

  

（２） 関係機関との連携体制の強化 

通告があった場合の迅速な対応や情報共有には、日頃からの緊密な連携体制が重要となり

ます。 

ケースに応じた迅速かつ適切な対応をとることができる連携体制の強化に努めます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 

群馬県児童相談所等関係機

関との連携・情報共有体制

の充実 

児童福祉機関や保健医療機関、教育機関等の関係機関に

よる連携を強化し、ケース会議等での情報共有や必要に

応じた緊急会議を開催します。 

こども救援セン

ター 

2 

高崎市こどもを守る地域協

議会（要保護児童対策地域

協議会）の充実及び強化 

要保護児童の早期発見や適正な保護又は要支援児童若

しくは特定妊婦への適切な支援を図るために設置され、

各関係機関との連携・協力を確保しながら、要保護児童

等に対する総合的な支援を実施します。 

こども救援セン

ター 
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３ 子育て支援事業に従事する人たちへの支援体制の充実  

子どもや子育て支援において保育所・認定こども園・幼稚園は地域の中核的な役割を担う施

設であり、また放課後児童クラブもその必要性・重要性が高まっています。 

こうした施設に対する質的・量的な支援の充実を図り、保護者や子どもたちが安心して利用

できる環境づくりを進めていきます。 

 

（１） 保育所・幼稚園・認定こども園への支援の強化 

共働き世帯の増加などにより、乳幼児の保育ニーズは今後も一定の増加が見込まれており、

子育てをしながら仕事との両立を図ることの環境整備には、保育施設のソフト・ハードのい

ずれの充実も不可欠です。保育施設との緊密な連携、協力体制の整備及び支援の充実を図っ

ていきます。 

また、本市の幼児教育の充実には、教育施設と市との密接な関係を構築していくことが必

要になります。保育施設の支援と同様、教育施設に対する支援の充実も図っていきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
保育所等の環境整備に対す

る財政支援の充実 

保育ニーズに対応するための施設整備や、途中入所が可

能となるような運営に対して、財政支援を実施するなど

保育所等における環境整備に努めます。 

保育課 

2 
私立幼稚園の運営に対する

支援の実施 

私立幼稚園の教育の振興及びその経営の健全化を支援

するため、運営費の一部に対する補助を実施します。 
教職員課 

3 
認定こども園移行施設に対

する支援の実施 

認定こども園に移行する施設に対し、円滑に移行ができ

るよう、適切な支援を行います。 

保育課 

教職員課 

 

 

（２） 放課後児童クラブ関係者への支援の推進 

共働き家庭の増加などにより、放課後児童クラブの充実は緊急の課題であり、質・量とも

にその充実が望まれています。 

子どもたちが実りのある放課後を過ごすために、放課後児童クラブ関係者との連携、協力

体制を推進し、その環境整備や支援の強化を図っていきます。 
 

NO 事業名等 事業内容や今後の取組み・目標等 担当課 

1 
放課後児童支援員等を対象

とした研修会の実施 

設備及び運営に関する基準を定めた条例において、事業

者が支援員等の資質向上のための研修機会を確保する

ことが義務付けられているため、職員の知識及び技術の

向上が図れるよう、県と連携しながら各種研修会の実施

に努めます。 

こども家庭課 
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◎ 基本的視点における事業等一覧 
基本的 
視点 基本目標 基本施策 事業名等 

Ⅰ 

子
ど
も
の
視
点
か
ら
の
方
向
性 

子どもの健やかな成

長を支援する体制 

づくり 

乳幼児健診、保健指導等の充実 

股関節脱臼検診の実施 

乳幼児健康診査（委託）の推進 

乳幼児健康診査（集団）の実施 

２歳児個別歯科健康診査の実施 

あかちゃん学級 

すくすく相談 

個別保健指導 

離乳食教室 

小児医療体制及び保健医療サービ

スの充実 

夜間休日急病診療所 

休日当番医 

小児救急医療体制整備 

定期予防接種の実施 

任意予防接種（一部公費負担）の実施 

特別の理由により免疫が消失した子どもの再接種費用

の助成 

インフルエンザ、ノロウイルス等感染症の予防啓発、

情報の発信、指導等。手洗いチェッカー貸出事業 

小児慢性特定疾病医療費の支給 

小児慢性特定疾病医療費等特別助成 

食育の推進 

高崎市食育推進計画に基づく事業の推進 

保育所・認定こども園・幼稚園での食育の推進 

小中学校での学校給食の充実及び食育の充実 

子どもの生きる力の育成 

確かな学力向上の支援 

豊かな人間性育成の支援 

心身の健康と体力の向上への支援 

相談支援体制の充実 ヤングケアラーSOS サービス事業 

特別な支援が必要な

子どもへの支援の 

充実 

障害のある子どもへの支援体制の

充実 

高崎市障害者福祉計画に基づく事業の推進 

児童発達支援事業の充実 

放課後等デイサービス事業の充実 

保育所等訪問支援事業の充実 

障害児相談支援事業の充実 

障害者支援 SOS センターばる～んにおける相談・支

援の充実 

特別児童扶養手当の支給 

障害児福祉手当の支給 

福祉医療費助成の実施 

育成医療の実施 

発達に不安のある子どものサポー

ト体制の推進 

個別相談の充実 

保育所・認定こども園・幼稚園等巡回相談の推進 

学校訪問相談の充実 

乳幼児発達相談「にこにこるーむ」 

ペアレントトレーニング 

気になる子への支援の推進 

乳幼児健診後の遊びの教室（まめの木学級）の実施 

こども相談の実施 

安全・安心な子ども

の成長に配慮した 

環境の整備 

児童館・児童センターの充実 
児童館・児童センターの充実 

民間児童センターへの支援の充実 

図書館、公民館などを活用した学

習環境の充実 

子ども向け絵本の充実及び保護者への情報提供 

読み聞かせの会の推進 

ブックスタート事業との連携の強化 

子育て支援講座等の充実 

子ども図書館の整備 
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公園、運動場等の充実 

公園・緑地のユニバーサルデザイン化 

公園の整備 

体育施設の整備 

屋内こども広場の整備 

良質な教育や保育を

受けることができる

環境の整備 

幼児期の教育・保育環境の基盤整

備の充実 
教育・保育施設に対する必要な基盤整備 

学校施設及び放課後児童クラブの

整備・充実 

安心して学ぶことができる教育環境の整備 

放課後児童クラブに対する必要な環境整備 
    
基本的 
視点 

基本目標 基本施策 事業名等 

Ⅱ 

保
護
者
の
視
点
か
ら
の
方
向
性 

安心して子どもを産

み育てることができ

る環境づくり 

妊娠・出産期の支援の充実 

一般不妊治療費助成事業の実施 

生殖補助医療費助成事業の実施 

不育症治療費助成事業の実施 

がん患者等妊孕性温存治療費等助成事業の実施 

妊婦健康診査の充実 

妊婦個別歯科健康診査の実施 

マタニティレッスン・プレパパママ教室 

おなかの赤ちゃんをみんなで守る事業の推進 

多胎妊婦健康診査費助成の実施 

新生児聴覚検査費助成の実施 

新生児難病検査等費用助成の実施 

初回産科受診料助成事業の実施 

出産・子育て応援事業の実施 

出産入院費用支援の実施 

母子手帳アプリの利活用（子育てアプリ） 

子育て SOS サービス事業の実施 

産後の支援の充実 

子育て SOS サービス事業の実施（再掲） 

産婦個別歯科健康診査の実施 

産後ケア事業の実施 

産婦健康診査の実施 

相談支援体制の充実 

助産師・保健師・栄養士による訪問指導の推進 

母子等保健推進員活動の推進（通称母推さん） 

母子等保健推進員による乳児家庭全戸訪問事業（こん

にちは赤ちゃん事業）の推進 

家庭児童相談の充実 

子どもの発達相談の充実 

子育てなんでもセンターでの子育て相談の実施 

情報提供の推進 

低出生体重児親の会（ぴよぴよ広場）の実施 

保育所等入所案内等の配布 

子育て応援ブックの作成・配布 

子育て応援情報サイト『ちゃいたか』の充実 

子育て情報紙「すくいく」の作成・配布 

生涯学習情報サイト「まなびネットたかさき」の充実 

子育てなんでもセンターでの就園相談の実施 

経済的負担の軽減 

児童手当の支給 

福祉医療費助成（高校生世代まで）の実施 

幼児教育・保育の無償化の実施 

第３子目以降保育料無料化の実施 

第３子目以降副食費無償化の実施 

実費徴収に係る補足給付事業の実施 

仕事と子育ての両立

支援 

多様な保育ニーズに対する支援の

充実 

保育所等の施設の充実 

延長保育事業の充実 

休日保育事業の充実 

一時預かり事業の充実 
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幼稚園・認定こども園での一時預かり事業の充実 

病児・病後児保育の充実 

子育て支援センターの充実 

ファミリー・サポート・センター事業の充実 

子育てなんでもセンターでの交流・プレイルーム事業

の実施 

託児ルーム事業の実施 

待機児童を出さないための施策の

推進 

保育所等への施設整備補助の充実 

保育所等入所待機児童解消補助制度の推進 

保育士資格取得（予定）者等に対する施設見学の実施 

保育士確保事業の実施 

放課後児童健全育成事業の推進 放課後児童クラブの運営に対する支援の推進 

就労に関する情報提供の推進 

市民就業相談の実施 

ハローワークとの連携 

子育てなんでもセンターでの就労相談の実施 

男女共同参画の推進 

高崎市男女共同参画計画に基づく事業の推進 

DV 相談及び男女共同参画相談の充実 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推

進 

ひとり親への支援 

日常生活支援の充実 

児童扶養手当の支給 

ひとり親家庭等への医療費助成の実施 

ひとり親家庭児童入学（卒業）祝金の支給 

子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライト
ステイ）の推進 

自立のための就労支援等の充実 

高等職業訓練促進給付金等事業の推進 

自立支援教育訓練給付金事業の推進 

高卒認定試験合格支援給付金の充実 

母子父子寡婦福祉資金貸付金の充実 

母子・父子自立支援員による相談体制の充実 
 

 

 

 

 

 

基本的 
視点 基本目標 基本施策 事業名等 

Ⅲ 
地
域
・
子
育
て
支
援
関
係
者
の
視
点
か
ら
の
方
向
性 

地域の子育て支援体

制の強化 

相談・支援体制の強化 

健康課保健師等による相談指導等の充実 

母子等保健推進員活動の推進（通称母推さん）（再掲） 

乳幼児健康診査未受診者対策の強化 

養育支援等必要な訪問支援の実施 

母子保健機能及び児童福祉機能の連携の推進 

ボランティア・ＮＰＯ等との連携

及び活動支援の推進 

ファミリー・サポート・センター事業の会員への支援 

ブックスタート事業の推進 

こども基金助成事業の充実 

『ちゃいたか』サポーターの活動支援の充実 

児童虐待防止対策の

充実 

児童虐待防止への意識の醸成及び

通告、連絡体制の整備の充実 

相談・訪問支援体制の強化 

２４時間電話受付体制の実施 

オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーンの実

施 

関係機関との連携体制の強化 

群馬県児童相談所等関係機関との連携・情報共有体制

の充実 

高崎市こどもを守る地域協議会（要保護児童対策地域

協議会）の充実及び強化 

子育て支援事業に 

従事する人たちへの

支援体制の充実 

保育所・幼稚園・認定こども園へ

の支援の強化 

保育所等の環境整備に対する財政支援の充実 

私立幼稚園の運営に対する支援の実施 

認定こども園移行施設に対する支援の実施 

放課後児童クラブ関係者への支援

の推進 
放課後児童支援員等を対象とした研修会の実施 
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Ⅰ 子ども・子育て支援法に基づく量の見込み及び確保方策 
 

 １ 法に基づく量の見込み及び確保方策の趣旨 

 

法では、市町村は、基本指針に即して、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供

体制の確保等に関する市町村子ども・子育て支援事業計画を定めることになっています。 

事業計画には、教育・保育等の現在の利用状況と潜在的な希望を含めた利用希望を参考に教

育・保育提供区域ごとに、５年間の教育・保育等の利用定員総数（量の見込み・需要）と供給

体制の確保の内容（確保方策・供給）を具体的な数値目標として設定することとされています。 

本市においては、今後、さまざまな施策の実施により社会的な状況等の変化等も考えられ、

将来の状況が不透明であることから現状での実績を参考に数値を設定することを基本としてい

ます。 

また、本計画における教育・保育提供区域は、本市全域を１区域とします。 

 

２ 量の見込み等の設定の対象となる事業 

 

量の見込み及び確保方策の設定の対象となる事業は次のとおりです。 

区分 設定区分・事業名 内容・設定細目等 

教育・保育 

１号認定 ３～５歳：保育の必要性なし 

２号認定 ３～５歳：保育の必要性あり 

３号認定 

２歳：保育の必要性あり 

１歳：保育の必要性あり 

０歳：保育の必要性あり 

地域子ども・ 
子育て支援事業 

利用者支援事業 

時間外保育事業（延長保育事業） 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

一時預かり事業 

幼稚園での一時預かり事業 

子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

病児・病後児保育事業 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

妊婦健康診査 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

実費徴収に係る補足給付事業（※） 
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子育て世帯訪問支援事業 

児童育成支援拠点事業 

親子関係形成支援事業 

妊婦等包括相談支援事業 

乳児等通園支援事業 

産後ケア事業 

（※） 実費徴収に係る補足給付事業については、量の見込み等を作成する事業の対象外。 

 

 

 

３ 児童数の推計 

 

量の見込み等の設定にあたり、計画期間内の児童数を推計します。 

児童数の推計にあたっては、人口動態の状況や出生数の推移等を踏まえて見込むこととされ

ています。本市の総人口及び出生数は、過去 5 年間は減少傾向で推移しており、令和 6 年１１

月 1 日現在の就学前（0～5 歳児）児童数は 15,055 人で、16,000 人を下回る状況となりま

した。 

したがって、本計画においては計画策定時の児童数の水準を基に、一定の割合で減少してい

くものとして推計するものとします。 

 

 

 

 

４ 量の見込みの算出 

 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みは、現在の利用状況や実績、潜在

的な利用希望を把握するために実施したニーズ調査（「第１章・Ⅳ・２」参照）により算出され

たニーズ量等を総合的に考慮し算出したものです。 
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５ 幼児期の学校教育・保育の量の見込み及び確保方策 

 
 （１） 幼児期の学校教育・保育の基本的事項 
 

① 支給認定 

施設型給付の対象となる子どもは、法第１９条に定める支給要件に基づき、法第２０条の

規定により市の認定を受けることになります。 

認定区分の概要は次のとおりです。 

認定区分 対象となる子ども 給付の内容 対象施設・事業 

１号認定子ども 
満３歳以上で教育を希望する 
（保育の必要性がない）就学前 
の子ども 

教育標準時間 
幼稚園 
認定こども園 

２号認定子ども 
満３歳以上で保育を必要とする 
就学前の子ども 

保育短時間 
保育標準時間 

保育所 
認定こども園 

３号認定子ども 
満３歳未満で保育を必要とする 
就学前の子ども 

保育短時間 
保育標準時間 

保育所 
認定こども園 
小規模保育事業等 

 

② 幼稚園及び保育所の入園・入所実績 

過去 5 年間の幼稚園及び保育所の入園・入所実績は次のとおりです。 

令和６年度の利用者数の減少（特に０～２歳児）は、年度途中（令和６年１１月１日時点）

の数値であるため、他の年度より利用者数が少なくなっていると推測されます。 

（本市では、保育所・認定こども園は毎月入所受付を行っております。） 
（単位：人） 

区分・年齢 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和６年度 

児童数 
3～5 歳児 9,038  8.836  8,614  8,222  7,842  

0～2 歳児 8,232  7,823  7,566  7,377  7,213  

幼稚園 

未移行 

3～5 歳児 

552  491  427  231  219  

1 号 2,896  2.672  2,446  2,354  1,999  

計 
3,448  

（38.2%） 

3,163  

（35.8%） 

2,873  

（33.4%） 

2,585  

（31.4%） 

2,218  

（28.3%） 

保育所 3～5 歳児 
5,419  

（60.0%） 

5,480  

（62.0%） 

5,517  

（64.0%） 

5,425  

（66.0%） 

5,386  

（68.7%） 

3～5 歳児 合計 
8,867  

（98.1%） 

8,643  

（97.8%） 

8,390  

（97.4%） 

8,010  

（97.4%） 

7,604  

（97.0%） 

幼稚園 

未移行 

0～2 歳児 

（満３歳児） 

93  79  74  54  34  

1 号 348  386  317  337  275  

計 
441  

（5.4%） 

465  

（5.9%） 

391  

（5.2%） 

391  

（5.3%） 

309  

（4.3%） 

保育所 0～2 歳児 
4,221  

（51.3%） 

4,219  

（53.9%） 

4,249  

（56.2%） 

4,317  

（58.5%） 

4,084  

（56.6%） 

0～2 歳児 合計 
4,662  

（56.6%） 

4,684  

（59.9%） 

4,640  

（61.3%） 

4,708  

（63.8%） 

4,393  

（60.9%） 

※1 児童数及び保育所の入所実績、幼稚園の入園実績は、各年度３月時点（令和 6 年度は 11 月時点） 

※2 幼稚園には認定こども園（教育部分）を含む。保育所には認定こども園（保育部分）、事業所内保育事業、小規模保 

育事業等含む。 

※3 （ ）内は、各年度の年齢区分別の児童数に対する入園・入所児童の割合 
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３～5 歳児の利用率実績は、ほぼ横ばいで、利用児童数は令和 2 年度実績から 857 人減

少していますが、利用を希望する児童については利用できている状況となっています。 

一方、０～２歳児の利用実績は、増加傾向にあり、利用児童数は令和 2 年度実績から 46

人増加し、利用率は約 7.2 ポイント増加しています。 

 

 

 （２） 幼児期の学校教育・保育の量の見込み 

 

① １号認定及び２号認定の量の見込みの考え方 

  １号認定及び２号認定の対象となる３～５歳児については、令和６年度の利用実績で約

97.0%が幼稚園や保育所等を利用している状況です。 

今後もこの状況に大きな変化はないものと見込み、対象児童全員が幼稚園や保育所等を利

用することとして量の見込みを設定します。 

 

② ３号認定の量の見込みの考え方 

   ３号認定の対象となる０～２歳児については、利用実績が増加傾向にあり女性の社会進出

による共働き家庭の増加や核家族化などの社会的な背景を考慮すると今後もこの傾向は続く

ものと見込まれますが、将来的な展望は不透明な状況です。 

こうした状況を勘案し、本計画では３号認定の量の見込みを令和 6 年度の実績見込みを踏

まえた水準に設定します。 

   なお、量の見込みの設定に関しては、計画策定時の見込みであり、実際の利用状況や社会

的動向等を踏まえ、適宜修正を行うとします。 

 

 

 （３） 幼児期の学校教育・保育の量の確保方策 

 

幼児期の学校教育・保育の量の見込みに対する確保方策は、原則として既存幼稚園の認定こ

ども園化による満３歳児未満の受け入れと、既存の認可保育所の増築等による受け入れ枠の拡

大等により対応可能と見込みます。 
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幼児期の学校教育・保育の量の見込み及び確保方策  

（単位：人） 

 

 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

1 号 2 号 3 号 1 号 2 号 3 号 1 号 2 号 3 号 1 号 2 号 3 号 1 号 2 号 3 号 

学校教 

育のみ 

学校教

育の利

用希望

が強い 

保育 0 歳 1 歳 2 歳 
学校教 

育のみ 

学校教

育の利

用希望

が強い 

保育 0 歳 1 歳 2 歳 
学校教 

育のみ 

学校教

育の利

用希望

が強い 

保育 0 歳 1 歳 2 歳 
学校教 

育のみ 

学校教

育の利

用希望

が強い 

保育 0 歳 1 歳 2 歳 
学校教 

育のみ 

学校教

育の利

用希望

が強い 

保育 0 歳 1 歳 2 歳 

① 量の見込み 2,250 358 4,780 1,145 1,453 1,576 2,300 400 4,800 1,150 1,500 1,600 2,300 400 4,800 1,150 1,500 1,600 2,300 400 4,800 1,150 1,500 1,600 2,300 400 4,800 1,150 1,500 1,600 

② 確保方策 3,976 1,222 5,900 1,152 3,147 3,976 1,222 5,900 1,152 3,147 3,976 1,222 5,900 1,152 3,147 3,976 1,222 5,900 1,152 3,147 3,976 1,222 5,900 1,152 3,147 

内 

訳 

特定教育・ 

保育施設 
3,616 — 5,900 1,152 3,147 3,616 — 5,900 1,152 3,147 3,616 — 5,900 1,152 3,147 3,616 — 5,900 1,152 3,147 3,616 — 5,900 1,152 3,147 

確認を受け 

ない幼稚園 
360 — — — — — 360 — — — — — 360 — — — — — 360 — — — — — 360 — — — — — 

幼稚園及び 

預かり保育 
— 1,222 — — — — — 1,222 — — — — — 1,222 — — — — — 1,222 — — — — — 1,222 — — — — 

特定地域型 

保育事業 
— — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — 

認可外保育 — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — — 

過不足 

（②－①） 
1,726 864 1,120 7 118 1,676 822 1,100 2 47 1,676 822 1,100 2 47 1,676 822 1,100 2 47 1,676 822 1,100 2 47 
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６ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策 

 

 （１） 地域子ども・子育て支援事業の趣旨 

 

地域子ども・子育て支援事業は、法第５９条に規定された市町村が実施する事業で、地域

の実情に応じ、妊娠、出産から育児までの切れ目のない支援を総合的に実施します。 

 

 

（２） 地域子ども・子育て支援事業の概要及び量の見込み等の考え方 
 

地域子ども・子育て支援事業に規定される各事業の概要は、下記のとおりです。 

また、各事業の量の見込みは、現時点において、今後の見通しは不確定な要素が多いこと

から、原則として各事業のこれまでの実績を基準として実利用人数が今後も同水準を保つと

見込み設定します。 

確保方策については、今後の情勢を見極めつつ、利用者の希望が増加すると見込まれた場

合には、速やかに実施体制を整えていくこととします。 

 
① 利用者支援事業 

子ども又は保護者の身近な場所で、保育所・認定こども園・幼稚園等の教育・保育施設

や、一時預かり、病児・病後児保育事業など地域の子育て支援事業等の中から適切なもの

を選択し円滑に利用できるよう情報の集約や提供などを行うとともに、保護者からの相談

に応じ、必要な助言や関係機関との連絡調整等を行う事業です。 

本市では、保育課及び各支所窓口での保育所等の入所相談機能を充実させるとともに、

各保健センターにおいても妊娠･出産･育児に関する各種相談に対し、情報提供、助言、指

導を適切に行い、保護者からの相談に柔軟に応じていくことができるよう体制の整備を進

めていきます。 
 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

 ①量の見込み 
特定型 1 か所 

旧母子保健型（こども家庭センター型） 6 か所 

②確保方策 
特定型 1 か所 

旧母子保健型（こども家庭センター型） 6 か所 

②－① 0 か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 特定型：主として、地域子育て支援拠点等身近な場所で日常的に利用でき、かつ相談機能を 

有する施設で実施 

※ 旧母子保健型（こども家庭センター型）：主として、保健センター等母子保健に関する相談機能

を有する施設で実施 

※ 特定型は、総合相談･情報提供機関として保育課を、旧母子保健型（こども家庭センター型）は、

総合保健センター健康課、各保健センターを設定 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行います。 
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② 時間外保育事業（延長保育事業） 

保護者の就労形態の多様化や通勤時間の増加等に伴い、保育所の開所時間（11 時間）

を超える保育需要に対応するため、保育所において必要な保育を実施する事業です。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 1,300 人 

②確保方策 概ね 1,300 人 

②－① 0 人 

実施箇所数 概ね 34 か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行います。 

 

 

 

 

 

③ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

共働き家庭など保護者が昼間家庭にいない児童に、専用施設や学校の余裕教室などで遊

びや生活の場を提供し、その健全育成を図る事業です。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 

1 年生 概ね 1,320 人 

2 年生 概ね 1,190 人 

3 年生 概ね 900 人 

4 年生 概ね 600 人 

5 年生 概ね 330 人 

6 年生 概ね 190 人 

合計 概ね 4,530 人 

②確保方策 概ね 4,530 人 

②－①      0 人 

実施箇所数 概ね 103 か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行います。 
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④ 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

小学校就学前の児童とその保護者が身近な場所で自由に利用し、親子同士の交流や子育

てについての情報の提供や育児に対する相談などを受け付ける子育て支援の拠点となる施

設を設置する事業です。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 6,500 人（延べ人数） 

②確保方策 概ね 6,500 人（延べ人数） 

②－① 0 人 

実施箇所数 概ね 15 か所 

※ 量の見込み等の数値は、各月度（単月度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行います。 

 

 

 

 

⑤ 一時預かり事業（幼稚園等での一時預かり事業含む） 

保護者の就労形態の多様化への対応などにより、通常の教育時間の前後や長期休業中に、

希望する児童を対象として幼稚園や認定こども園（教育部分）において実施する預かり保

育や、家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、昼間、保

育所や認定こども園において一時的に預かる事業です。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 
幼稚園等 概ね 160,000 人（延べ人数） 

保育所等 概ね 2,700 人（延べ人数） 

②確保方策 
幼稚園等 概ね 160,000 人（延べ人数） 

保育所等 概ね 2,700 人（延べ人数） 

②－① 0 人 

実施箇所数 
幼稚園等 概ね 62 か所 

保育所等 概ね 14 か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行います。 
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⑥ 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

ショートステイは、保護者が、疾病や仕事の都合など身体上、環境上の理由等により児

童の養育が困難となった場合に、児童福祉施設等で一定期間（原則として７日以内）その

児童を養育、保護する事業です。本市では、乳児院 1 か所、児童養護施設３か所で実施し

ています。 

また、トワイライトステイは、保護者が、仕事等で帰宅が夜間になる等の理由により児

童の養育が困難となった場合に、児童福祉施設等で一時的（夕方から概ね２２時ごろまで）

にその児童を養育、保護する事業です。本市では、児童養護施設３か所で実施しています。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 
ショートステイ 概ね 600 人（延べ人数） 

トワイライトステイ 概ね 70 人（延べ人数） 

②確保方策 
ショートステイ 概ね 600 人（延べ人数） 

トワイライトステイ 概ね 70 人（延べ人数） 

②－①  0 人 

実施箇所数 
ショートステイ 概ね 4 か所 

トワイライトステイ 概ね 3 か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行います。 

 

 

⑦ 病児・病後児保育事業 

    児童が発熱等の急な病気になった場合、病院や保育所等に付設された専用スペース等に

おいて看護師等が一時的に保育する、または、保育中に体調不良となった児童を保育所等

の医務室等において看護師等が緊急的な対応を行う事業です。 

本市では、病児対応型が 6 か所、病後児対応型が１か所、体調不良時対応型が１4 保育

所等で実施しています。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 6,600 人（延べ人数） 

②確保方策 概ね 6,600 人（延べ人数） 

②－①  0 人 

実施箇所数 概ね 21 か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行います。 
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⑧ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

児童の預かりや送迎などの援助を受けることを希望する者（依頼会員）と援助を行うこ

とを希望する者（提供会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を行う事業です。 

    なお、病児・病後児の預かりや、早朝・夜間等の緊急時の預かり等が対象となる病児・

緊急対応強化事業も実施しています。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 710 人（延べ人数） 

②
確
保
方
策 

一時預かり（未就学児） 概ね 400 人（延べ人数） 

一時預かり（就学児） 概ね 300 人（延べ人数） 

病児・緊急対応強化      概ね 10 人（延べ人数） 

②－①  0 人 

実施箇所数 1 か所 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の利用希望の状況等により適宜見直しを行います。 

 

 

 

 

 

⑨ 妊婦健康診査 

妊婦の健康管理の充実を図るため、健康状態の把握、検査計測、保健指導を実施すると

ともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業です。 

本市は、妊婦１人に対し妊婦一般健康診査受診票１４枚を配布して群馬県医師会委託産

婦人科等で実施しています。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 

 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 28,000 人（延べ人数） 

②確保方策 

実施場所 

実施体制 

検査項目 

実施場所： 

群馬県医師会委託産婦人科等 

実施体制： 

健康課・各保健センターにて母子手帳交付時に配布 

検査項目： 

国の定める標準審査項目に群馬県医師会と協議し決定 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の状況等により適宜見直しを行います。 
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⑩ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、育児に関する不安や悩みを聞き、

相談に応じるほか、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握及び助言を行う事業

です。 

本市は、高崎市母子等保健推進協議会で実施しています。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 2,000 人（延べ人数） 

②確保方策 

実施体制 

実施機関 

実施体制：概ね 570 人 

実施機関：健康課・各保健センター 

委託団体：高崎市母子等保健推進協議会 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の状況等により適宜見直しを行います。 

 

 

⑪ 養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させる

ための支援（相談支援、育児・家事援助等）を行う事業です。 

また、子どもを守る地域ネットワークの機能強化を図るため、調整機関職員やネットワ

ーク構成員（関係機関）の専門性の強化や、ネットワーク関係機関間の連携強化を図る事

業も実施します。 

本市は、こども救援センターや健康課等で必要な訪問や支援を実施しています。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 60 人 

②確保方策 

実施体制 
実施体制：こども救援センター・健康課等関連部署 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の状況等により適宜見直しを行います。 

 

 

⑫ 実費徴収に係る補足給付事業 

子どもが教育・保育の提供をうけた場合に、保護者が支払うべき食事の提供に要する費

用（食材料費）や日用品、文具等の購入に要する費用、行事への参加に要する費用につい

て、一定の所得以下の世帯、第 3 子目以降の子ども、低所得者で生計が困難である世帯（生

活保護法による被保護世帯）である場合にその費用の一部を助成する事業です。 
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  ⑬ 子育て世帯訪問支援事業 

家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、ヤングケアラーがいる家庭等の

居宅を訪問し、家事や子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整える事業

です。 

本市は、令和 4 年９月よりヤングケアラーSOS サービス事業として実施しています。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 6,000 人日（延べ人数） 

②確保方策 

実施体制 

確保方策：概ね 6,000 人日 

実施体制：学校教育課 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の状況等により適宜見直しを行います。 

 

 

 

   ⑭ 児童育成支援拠点事業 

養育環境に課題を抱える子どもを対象として、子どもの居場所となる拠点を開設し、家庭

や学校以外の生活の場を子どもに提供するとともに、子どもや保護者への相談等を行う事業

です。 

 

 

 

⑮ 親子関係形成支援事業 

子育てに悩みや不安を抱えた保護者が、子どもとの関わり方についての知識や方法を身に

つけることができるように、講義やグループワーク等を実施するとともに、保護者同士が情

報交換できる場を設けることで、健全な親子関係の形成に向けた支援を行う事業です。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 40 人 

②確保方策 

実施体制 

確保方策：概ね 40 人 

実施体制：こども発達支援センター 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の状況等により適宜見直しを行います。 
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  ⑯ 妊婦等包括相談支援事業 

    すべての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、妊婦期から出産・子育て

まで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型相談支援

の充実を図る事業です。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 6,800 回（延べ回数） 

②確保方策 

実施体制 

確保方策：概ね 6,800 回 

実施体制：健康課 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の状況等により適宜見直しを行います。 

 

 

 

 

  ⑰ 乳児等通園支援事業 

    0 歳 6 か月から満 3 歳未満までの保育所等に通っていない子どもを対象に、月一定時間

までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位で保育所や認定こども園への通園を可

能とする事業です。 

    本市は、令和 6 年度に試行実施をし、令和 7 年度は子ども・子育て支援法に基づく事業

として引き続き実施します。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
  令和 7 年度～令和 11 年度 

０歳児 
①量の見込み 概ね 600 人日（延べ人数） 

②確保方策 概ね 600 人日 

1 歳児 
①量の見込み 概ね 720 人日（延べ人数） 

②確保方策 概ね 720 人日 

2 歳児 
①量の見込み 概ね 480 人日（延べ人数） 

②確保方策 概ね 480 人日 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の状況等により適宜見直しを行います。 
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  ⑱ 産後ケア事業 

    出産後 1 年以内の母子等で、体調不良、母乳の悩み、子育てに関する不安等で事業の利用

が必要な人を対象に、医療機関や助産所等で、産後の心身の健康管理と生活に関する相談、

乳房ケア、乳児の発育・発達に関する相談等を実施する事業です。 

 

■ 量の見込み及び確保方策 
 令和 7 年度～令和 11 年度 

①量の見込み 概ね 2,300 人日（延べ人数） 

②確保方策 

実施体制 

確保方策：概ね 2,300 人日 

実施体制：健康課 

※ 量の見込み等の数値は、各年度（単年度）の数量 

※ 利用実績を基本として設定しますが、今後の状況等により適宜見直しを行います。 
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Ⅱ 本市独自の子ども・子育て支援等に関する施策の展開 

 

 本市では法に定められた教育・保育や地域子ども・子育て支援事業による各施策を実施するだ

けでなく、本市の現状や地域のニーズに応じた子育て支援施策を展開していくほか、既存の事業

においても必要に応じ国などの基準を上回る事業を展開し、子ども・子育て支援の更なる充実を

図ります。 

 

 

１ 幼児期の学校教育に対する支援施策 

 

幼児期の学校教育の中心的な施設である私立幼稚園は、子ども・子育て支援新制度の施行

に伴い、新制度の幼稚園に移行した園と移行していない園に分かれ、財政支援の仕組みが異

なります。本市では、財政支援の変更、認定こども園等への移行、幼児教育・保育の無償化

など、園からの相談、調整に対応するため、幼稚園担当の職員配置など、組織体制の支援に

より、私立幼稚園との連携を強化しています。 

幼稚園設置者に対しては運営費の一部について市単独で財政支援を行うなど、必要な財政

支援を実施しています。保護者に対しては、幼稚園保育料の軽減、幼稚園就園奨励費の助成

や第３子目以降幼稚園保育料無料化を実施してきましたが、幼児教育・保育の無償化により

保育料は無償化されました。 

また、発達や発育の遅れ、常同行動など他の子と少し違う行動が見られるなどで幼稚園や

保育所等における気になる子が多くなっている現状に鑑み、幼稚園及び保育所等における気

になる子への支援を行い、教育・保育現場における負担軽減を図ります。 

 

 

 

《主な取り組み》 

    ○ 幼稚園運営費市単独補助金【継続】 

    ○ 気になる子対策【継続】   

    ○ 第３子目以降副食費無償化【継続】  等 
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２ 保育所、多様な保育ニーズ、子育て世代に対する支援施策 

 

子育て支援施策の充実において保育所等は今後も重要な役割を担っていきますが、その支

援として、全国に先駆けて実施した年度途中での入所に対応できるよう保育所が予め採用し

た保育士に対する人件費の一部を補助する保育所入所待機解消支援事業補助金や特別な支援

が必要と思われる気になる子への支援、また、保育士確保対策の一環として、保育士の資格

取得を目指す学生や資格を持ちながら現在働いていない方などを対象とした保育所の見学会

や、人材派遣会社等を利用し保育士を確保した場合の経費の一部補助などを引き続き実施す

るとともに、新たに「家賃補助」・「就労相談」も実施するなど、独自の支援策の強化に努め

ていきます。 

また、核家族の進展や就労形態の変化に伴う多様な保育ニーズに対応するため、本市独自

の運営に係る支援を実施し、病児・病後児保育事業や休日保育事業など様々な事業において

事業の充実を図り、必要とされる保育ニーズの確保に努めます。 

さらに、子育て世代に向けては、0 から 2 歳の子どもの保育料の軽減措置や第３子目以降

保育料の無料化、また第３子目以降の３歳以上の子どもの副食費を無償化するなどの経済的

負担軽減策を引き続き実施するとともに、子育てや仕事復帰への機会を支援するための育児

休業取得者の入所制限の撤廃や、特定の期日や期間を設けず、通年にわたり随時に入所の受

付を行う入所制度につきましても引き続き実施します。 

 

《主な取り組み》 

    ○ 保育所保育料軽減措置【継続】 

    ○ 第３子目以降保育料無料化【継続】 

    ○ 第３子目以降副食費無償化【継続】 

    ○ 保育所入所待機解消支援事業補助金【継続】 

    ○ 保育士資格取得（予定）者施設見学推進事業【継続】 

    ○ 病児・病後児保育事業、休日保育事業等市単独補助金の交付【継続】 

○ 気になる子対策【継続】 

○ 保育士確保事業【継続】  

○ 育児休業取得者の入所制限の撤廃【継続】 

○ 保育所入所の通年化【継続】                   等 
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３ 放課後児童健全育成事業に対する支援施策 

 

本市では、放課後児童健全育成事業の実施にあたり学校の協力のもと敷地内の専用施設の

建設や余裕教室の活用など、児童の健全育成や安全に配慮した取り組みを実施してきました。 

近年では、保護者の就労状況等の変化から利用希望児童が増加しており、高学年児童の受

け入れや夏休み等の長期休暇中の受け入れの促進を図る必要があります。 

さらに、本市の多くの放課後児童クラブは地域の方々を中心とした運営委員会への委託に

より運営していますが、「地域の子どもは地域で育てる」の考え方の下、今後も地域住民の協

力を得ながら事業の充実を図っていくこととしますが、支援員の確保や施設の拡充、保護者

の運営負担の軽減といった課題の解決を図るため、社会福祉法人やＮＰＯ法人等の民間法人

への委託をはじめ、外部委託の積極的な活用など、効果的な運営体制の確保を図っていきま

す。 

また、今後も保護者の経済的な負担を軽減するため、第３子目以降の保育料無料化など、

本市独自の施策を実施していきます。 

 

《主な取り組み》 

    ○ 放課後児童クラブの運営に要する費用の市単独補助【継続】 

○ 高学年児童受け入れの推進【継続】 

○ 第３子目以降放課後児童クラブ保育料無料化【継続】  等 
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４ その他の総合的な支援施策 

 

子育てに不安や孤立感を抱える保護者が増加する中、子育てに関する相談や支援をワンス

トップで行う子育てなんでもセンターをはじめとし、家事・育児に関する支援を行う子育て

SOS サービス事業の実施や、児童虐待相談や家庭児童相談をこども救援センターで行うこと

により、安心して子育てができる環境整備を推進します。子育て世代が本市で安心して子ど

もを産み育てるとともに、「高崎で子どもを産みたい」「子育てするなら高崎市」と実感でき

るよう支援します。 

 

  

（１）子育てなんでもセンター 

子育て支援の拠点として、子育て中や妊娠中の人が、１か所でいつでも気軽に様々な相談

ができ、必要な支援を受けられる体制を整えます。 

 

《主な取り組み》 

○ 子育て相談事業 

○ 交流・プレイルーム事業 

○ 就労相談事業 

○ 託児ルーム事業  等 

 

（２）子育て SOS サービス 

妊娠中の人や乳幼児の保護者の心と身体にかかる負担軽減のため、ヘルパーを派遣して家

事等を援助し、安心して育児や日常生活を営めるよう支援します。 

 

《主な取り組み》 

○ 家事支援 

○ 乳幼児の育児支援 

○ 子育て相談  等 

 

（３）こども救援センター 

虐待が疑われる家庭への働きかけや、子育てや家庭に関する悩み相談を通じて、保護者の

ニーズに合わせた支援を行います。 
 

《主な取り組み》 

○ 家庭児童相談 

○ 児童虐待相談 等 

 

 

 



■ 第５章 子ども・子育て支援事業の展開 

62 

Ⅲ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び推進に関する 

体制の確保 
 

幼児期の学校教育と保育を一体的に提供する認定こども園は、幼稚園と保育所の機能を併せ

持ち、保護者の就労状況やその変化に対し、柔軟に子どもを受け入れられる施設であることな

どから、本市では、既存の幼稚園や保育所からの移行や新たな設置について、利用者のニーズ

や設置者の意向、施設・設備等の状況を踏まえて、対応していきます。 
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計画の実施に向けて、各事業担当部署では体制を整備し事業を推進していくとともに、高崎

市子ども・子育て会議において事業の進行状況等について審議し、ご意見やご助言をいただき、

必要な対策を実施するものとします。 
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※計画策定時点で公布済みの改正内容を反映しているため、一部未施行の条文が含まれます。 

 

○ 子ども・子育て支援法（抜粋） 
 
（目的） 

第１条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の

変化に鑑み、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）その他の子ども及び子育てに関する法

律による施策と相まって、子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育している

者に必要な支援を行い、もって一人一人の子どもが健やかに成長し、及び子どもを持つことを

希望する者が安心して子どもを生み、育てることができる社会の実現に寄与することを目的と

する。  

（基本理念） 

第２条 子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有する

という基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野における全て

の構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行われなければならない。  

２ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健

やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものであり、かつ、子どもの保

護者の経済的負担の軽減について適切に配慮されたものでなければならない。 

３ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、総合的かつ

効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。  

 

（定義） 

第７条 この法律において「子ども・子育て支援」とは、全ての子どもの健やかな成長のために

適切な環境を等しく確保するとともに、子どもを持つことを希望する者が安心して子どもを生

み、育てることができる環境を整備するため、国若しくは地方公共団体又は地域における子育

ての支援を行う者が実施する子ども及び子どもの保護者に対する支援をいう。 

２ この法律において「教育」とは、満３歳以上の小学校就学前子どもに対して義務教育及びそ

の後の教育の基礎を培うものとして教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に

規定する法律に定める学校において行われる教育をいう。 

３ この法律において「保育」とは、児童福祉法第６条の３第７項第１号に規定する保育をいう。 

４ この法律において「教育・保育施設」とは、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第

２条第６項に規定する認定こども園（以下「認定こども園」という。）、学校教育法（昭和２

２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園（認定こども園法第３条第１項又は第３項の認定

を受けた もの及 び同条 第 １０項の 規定に よる公 示 がされた ものを 除く。 以 下「幼稚 園」とい

う。）及び児童福祉法第３９条第１項に規定する保育所（認定こども園法第３条第１項の認定

を受けた もの及 び同条 第 １０項の 規定に よる公 示 がされた ものを 除く。 以 下「保育 所」とい

う。）をいう。 

５ この法律において「地域型保育」とは、家庭的保育、小規模保育、居宅訪問型保育及び事業

所内保育をいい、「地域型保育事業」とは、地域型保育を行う事業をいう。 

６ この法律において「家庭的保育」とは、児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育

事業として行われる保育をいう。 

７ この法律において「小規模保育」とは、児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保

育事業として行われる保育をいう。 

８ この法律において「居宅訪問型保育」とは、児童福祉法第６条の３第１１項に規定する居宅

訪問型保育事業として行われる保育をいう。 

９ この法律において「事業所内保育」とは、児童福祉法第６条の３第１２項に規定する事業所

内保育事業として行われる保育をいう。 

１０［略］ 

１１ この法律において「乳児等通園支援」とは、児童福祉法第６条の３第２３項に規定する乳

児等通園支援事業として行う同項の乳児又は幼児への遊び及び生活の場の提供並びにその保護

者との面談及び当該保護者への援助をいう。 

 

 



■ 資料編  １ 関係法令等 

68 

（妊婦のための支援給付） 

第１０条の２ 妊婦のための支援給付は、妊婦支援給付金の支給とする。 

（支給要件） 

第１０条の８ 妊婦のための支援給付は、妊婦であって、日本国内に住所を有するものに対して

行う。 

（市町村の認定等） 

第１０条の９ 妊婦のための支援給付を受けようとする者は、内閣府令で定めるところにより、

市町村に対し、妊婦のための支援給付を受ける資格を有することについての認定を申請し、そ

の認定を受けなければならない。 

２ 前項の認定（以下「妊婦給付認定」という。）は、当該妊婦給付認定を受けようとする者の

住所地の市町村が行うものとする。 

（妊婦支援給付金の支給） 

第１０条の１２ 市町村は、妊婦給付認定者に対し、妊婦支援給付金を支給する。 

２～３［略］ 

 

（子どものための教育・保育給付） 

第１１条 子どものための教育・保育給付は、施設型給付費、特例施設型給付費、地域型保育給

付費及び特例地域型保育給付費の支給とする。 

（支給要件） 

第１９条 子どものための教育・保育給付は、次に掲げる小学校就学前子どもの保護者に対し、

その小学校就学前子どもの第２７条第１項に規定する特定教育・保育、第２８条第１項第２号

に規定する特別利用保育、同項第３号に規定する特別利用教育、第２９条第１項に規定する特

定地域型保育又は第３０条第１項第４号に規定する特例保育の利用について行う。  

（１）満３歳以上の小学校就学前子ども（次号に掲げる小学校就学前子どもに該当するものを

除く。）  

（２）満３歳以上の小学校就学前子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の内閣府令で

定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの  

（３）満３歳未満の小学校就学前子どもであって、前号の内閣府令で定める事由により家庭に

おいて必要な保育を受けることが困難であるもの  

 

（市町村の認定等） 

第２０条 前条各号に掲げる小学校就学前子どもの保護者は、子どものための教育・保育給付を

受けようとするときは、内閣府令で定めるところにより、市町村に対し、その小学校就学前子

どもごとに、子どものための教育・保育給付を受ける資格を有すること及びその該当する同条

各号に掲げる小学校就学前子どもの区分についての認定を申請し、その認定を受けなければな

らない。  

２ 前項の認定は、小学校就学前子どもの保護者の居住地の市町村が行うものとする。ただし、

小学校就学前子どもの保護者が居住地を有しないとき、又は明らかでないときは、その小学校

就学前子どもの保護者の現在地の市町村が行うものとする。  

３ 市町村は、第１項の規定による申請があった場合において、当該申請に係る小学校就学前子

どもが前条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当すると認めるときは、

政令で定めるところにより、当該小学校就学前子どもに係る保育必要量（月を単位として内閣

府令で定める期間において施設型給付費、特例施設型給付費、地域型保育給付費又は特例地域

型保育給付費を支給する保育の量をいう。以下同じ。）の認定を行うものとする。  

４ 市町村は、第１項及び前項の認定（以下「教育・保育給付認定」という。）を行ったときは、

その結果 を当該 教育・ 保 育給付認 定に係 る保護 者 （以下「 教育・ 保育給 付 認定保護 者」とい

う。）に通知しなければならない。この場合において、市町村は、内閣府令で定めるところに

より、当該教育・保育給付認定に係る小学校就学前子ども（以下「教育・保育給付認定子ども」

という。）の該当する前条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、保育必要量その他の内閣

府令で定める事項を記載した認定証（以下「支給認定証」という。）を交付するものとする。 

５～７［略］  

 

（施設型給付費の支給） 

第２７条 市町村は、教育・保育給付認定子どもが、教育・保育給付認定の有効期間内において、

市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が施設型給付費の支給に係る施設として確認す

る教育・ 保育施 設（以 下 「特定教 育・保 育施設 」 という。 ）から 当該確 認 に係る教 育・保育

（地域型保育を除き、第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもにあっては認定こども園において受ける教育・保育（保育にあっては、同号に掲げ
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る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対して提供される教育に係る標

準的な１日当たりの時間及び期間を勘案して内閣府令で定める１日当たりの時間及び期間の範

囲内において行われるものに限る。）又は幼稚園において受ける教育に限り、同条第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもにあっては認定こども園におい

て受ける教育・保育又は保育所において受ける保育に限り、満３歳未満保育認定子どもにあっ

ては認定こども園又は保育所において受ける保育に限る。以下「特定教育・保育」という。）

を受けた ときは 、内閣 府 令で定め るとこ ろによ り 、当該教 育・保 育給付 認 定子ども に係る教

育・保育給付認定保護者に対し、当該特定教育・保育（保育にあっては、保育必要量の範囲内

のものに限る。以下「支給認定教育・保育」という。）に要した費用について、施設型給付費

を支給する。  

２～８［略］ 

（特例施設型給付費の支給） 

第２８条 市町村は、次に掲げる場合において、必要があると認めるときは、内閣府令で定める

ところにより、第１号に規定する特定教育・保育に要した費用、第２号に規定する特別利用保

育に要した費用又は第３号に規定する特別利用教育に要した費用について、特例施設型給付費

を支給することができる。 

（１）教育・保育給付認定子どもが、当該教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認

定保護者が第２０条第１項の規定による申請をした日から当該教育・保育給付認定の効力

が生じた日の前日までの間に、緊急その他やむを得ない理由により特定教育・保育を受け

たとき。 

（２）第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもが、

特定教育・保育施設（保育所に限る。）から特別利用保育（同号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対して提供される教育に係る標準的な１日当

たりの時間及び期間を勘案して内閣府令で定める１日当たりの時間及び期間の範囲内にお

いて行われる保育（地域型保育を除く。）をいう。以下同じ。）を受けたとき（地域にお

ける教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して必要があると市町村が認めるときに

限る。）。 

（３）第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもが、

特定教育・保育施設（幼稚園に限る。）から特別利用教育（教育のうち同号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対して提供されるものをいい、特

定教育・保育を除く。以下同じ。）を受けたとき。 

２～５［略］ 

（地域型保育給付費の支給） 

第２９条 市町村は、満３歳未満保育認定子どもが、教育・保育給付認定の有効期間内において、

市町村長が地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者として確認する地域型保育を行う事業

者（以下「特定地域型保育事業者」という。）から当該確認に係る地域型保育（以下「特定地

域型保育」という。）を受けたときは、内閣府令で定めるところにより、当該満３歳未満保育

認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に対し、当該特定地域型保育（保育必要量の範囲

内のものに限る。以下「満３歳未満保育認定地域型保育」という。）に要した費用について、

地域型保育給付費を支給する。  

２～８［略］  

（特例地域型保育給付費の支給） 

第３０条 市町村は、次に掲げる場合において、必要があると認めるときは、内閣府令で定める

ところにより、当該特定地域型保育（第３号に規定する特定利用地域型保育にあっては、保育

必要量の範囲内のものに限る。）に要した費用又は第４号に規定する特例保育（第１９条第２

号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（以下「保育

認定子ども」という。）に係るものにあっては、保育必要量の範囲内のものに限る。）に要し

た費用について、特例地域型保育給付費を支給することができる。  

（１）満３歳未満保育認定子どもが、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認

定保護者が第２０条第１項の規定による申請をした日から当該教育・保育給付認定の効力

が生じた日の前日までの間に、緊急その他やむを得ない理由により特定地域型保育を受け

たとき。 

（２）第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもが、

特定地域型保育事業者から特定地域型保育（同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対して提供される教育に係る標準的な１日当たりの時間及び

期間を勘案して内閣府令で定める１日当たりの時間及び期間の範囲内において行われるも

のに限る。次項及び附則第９条第１項第３号イにおいて「特別利用地域型保育」という。）

を受けたとき（地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して必要がある
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と市町村が認めるときに限る。）。 

（３）第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もが、特定地域型保育事業者から特定利用地域型保育（特定地域型保育のうち同号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対して提供されるものをい

う。次項において同じ。）を受けたとき（地域における同号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育の体制の整備の状況その他の事情

を勘案して必要があると市町村が認めるときに限る。）。 

（４）特定教育・保育及び特定地域型保育の確保が著しく困難である離島その他の地域であっ

て内閣総理大臣が定める基準に該当するものに居住地を有する教育・保育給付認定保護者

に係る教育・保育給付認定子どもが、特例保育（特定教育・保育及び特定地域型保育以外

の保育をいい、第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもに係るものにあっては、同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもに対して提供される教育に係る標準的な１日当たりの時間及び期間を勘案

して内閣府令で定める１日当たりの時間及び期間の範囲内において行われるものに限る。

以下同じ。）を受けたとき。  

２～５［略］ 

（子育てのための施設等利用給付） 

第３０条の２ 子育てのための施設等利用給付は、施設等利用費の支給とする。 

（支給要件） 

第３０条の４ 子育てのための施設等利用給付は、次に掲げる小学校就学前子ども（保育認定子

どもに係る教育・保育給付認定保護者が、現に施設型給付費、特例施設型給付費（第２８条第

１項第３号に係るものを除く。次条第７項において同じ。）、地域型保育給付費若しくは特例

地域型保育給付費の支給を受けている場合における当該保育認定子ども又は第７条第１０項第

４号ハの政令で定める施設を利用している小学校就学前子どもを除く。以下この節及び第５８

条の３において同じ。）の保護者に対し、その小学校就学前子どもの第３０条の１１第１項に

規定する特定子ども・子育て支援の利用について行う。 

（１）満３歳以上の小学校就学前子ども（次号及び第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

するものを除く。） 

（２）満３歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過した小学校就学前子どもであって、第

１９条第２号の内閣府令で定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難

であるもの 

（３）満３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある小学校就学前子どもであって、

第１９条第２号の内閣府令で定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困

難であるもののうち、その保護者及び当該保護者と同一の世帯に属する者が第３０条の１

１第１項に規定する特定子ども・子育て支援のあった月の属する年度（政令で定める場合

にあっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民

税（同法の規定による特別区民税を含み、同法第３２８条の規定によって課する所得割を

除く。以下この号において同じ。）を課されない者（これに準ずる者として政令で定める

者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者

を除く。次条第７項第２号において「市町村民税世帯非課税者」という。）であるもの 

（市町村の認定等） 

第３０条の５ 前条各号に掲げる小学校就学前子どもの保護者は、子育てのための施設等利用給

付を受けようとするときは、内閣府令で定めるところにより、市町村に対し、その小学校就学

前子どもごとに、子育てのための施設等利用給付を受ける資格を有すること及びその該当する

同条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分についての認定を申請し、その認定を受けなけれ

ばならない。 

２ 前項の認定（以下「施設等利用給付認定」という。）は、小学校就学前子どもの保護者の居

住地の市町村が行うものとする。ただし、小学校就学前子どもの保護者が居住地を有しないと

き、又は明らかでないときは、その小学校就学前子どもの保護者の現在地の市町村が行うもの

とする。 

３ 市町村は、施設等利用給付認定を行ったときは、内閣府令で定めるところにより、その結果

その他の内閣府令で定める事項を当該施設等利用給付認定に係る保護者（以下「施設等利用給

付認定保護者」という。）に通知するものとする。 

４ 市町村は、第１項の規定による申請について、当該保護者が子育てのための施設等利用給付

を受ける資格を有すると認められないときは、理由を付して、その旨を当該申請に係る保護者

に通知するものとする。 

５ 第１項の規定による申請に対する処分は、当該申請のあった日から３０日以内にしなければ

ならない。ただし、当該申請に係る保護者の労働又は疾病の状況の調査に日時を要することそ
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の他の特別な理由がある場合には、当該申請のあった日から３０日以内に、当該保護者に対し、

当該申請に対する処分をするためになお要する期間（次項において「処理見込期間」という。）

及びその理由を通知し、これを延期することができる。 

６ 第１項の規定による申請をした日から３０日以内に当該申請に対する処分がされないとき、

若しくは前項ただし書の規定による通知がないとき、又は処理見込期間が経過した日までに当

該申請に対する処分がされないときは、当該申請に係る保護者は、市町村が当該申請を却下し

たものとみなすことができる。 

７ 次の各号に掲げる教育・保育給付認定保護者であって、その保育認定子どもについて現に施

設型給付費、特例施設型給付費、地域型保育給付費又は特例地域型保育給付費の支給を受けて

いないものは、第１項の規定にかかわらず、施設等利用給付認定の申請をすることを要しない。

この場合において、当該教育・保育給付認定保護者は、子育てのための施設等利用給付を受け

る資格を有すること及び当該保育認定子どもが当該各号に定める小学校就学前子どもの区分に

該当することについての施設等利用給付認定を受けたものとみなす。 

（１）第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（満

３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあるものを除く。）に係る教育・保育

給付認定保護者 前条第２号に掲げる小学校就学前子ども 

（２）第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（満

３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあるものに限る。）又は満３歳未満保

育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者（その者及びその者と同一の世帯に属する

者が市町村民税世帯非課税者である場合に限る。） 前条第３号に掲げる小学校就学前子

ども 

（施設等利用費の支給） 

第３０条の１１ 市町村は、施設等利用給付認定子どもが、施設等利用給付認定の有効期間内に

おいて、市町村長が施設等利用費の支給に係る施設又は事業として確認する子ども・子育て支

援施設等（以下「特定子ども・子育て支援施設等」という。）から当該確認に係る教育・保育

その他の子ども・子育て支援（次の各号に掲げる子ども・子育て支援施設等の区分に応じ、当

該各号に定める小学校就学前子どもに該当する施設等利用給付認定子どもが受けるものに限る。

以下「特定子ども・子育て支援」という。）を受けたときは、内閣府令で定めるところにより、

当該施設等利用給付認定子どもに係る施設等利用給付認定保護者に対し、当該特定子ども・子

育て支援に要した費用（食事の提供に要する費用その他の日常生活に要する費用のうち内閣府

令で定める費用を除く。）について、施設等利用費を支給する。 

（１）認定こども園 第３０条の４各号に掲げる小学校就学前子ども 

（２）稚園又は特別支援学校 第３０条の４第１号若しくは第２号に掲げる小学校就学前子ど

も又は同条第３号に掲げる小学校就学前子ども（満３歳以上のものに限る。） 

（３）第７条第１０項第４号から第８号までに掲げる子ども・子育て支援施設等 第３０条の

４第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ども 

2～5［略］ 

 

（乳児等のための支援給付） 

第３０条の１２ 乳児等のための支援給付は、乳児等支援給付費及び特例乳児等支援給付費の支

給とする。 

（支給要件） 

第３０条の１４ 乳児等のための支援給付は、支給対象小学校就学前子ども（満３歳未満の小学

校就学前子ども（当該小学校就学前子どもに係る教育・保育給付認定保護者が現に施設型給付

費、特例施設型給付費、地域型保育給付費若しくは特例地域型保育給付費の支給を受けている

場合における当該小学校就学前子ども又は第７条第１０項第４号ハの政令で定める施設を利用

している小学校就学前子どもを除く。）をいう。以下この節及び第５４条の２第２項において

同じ。）の保護者に対し、当該支給対象小学校就学前子どもの第３０条の２０第１項に規定す

る特定乳児等通園支援の利用について行う。 

（市町村の認定等） 

第３０条の１５ 支給対象小学校就学前子どもの保護者は、乳児等のための支援給付を受けよう

とするときは、内閣府令で定めるところにより、市町村に対し、その支給対象小学校就学前子

どもごとに、乳児等のための支援給付を受ける資格を有することについての認定を申請し、そ

の認定を受けなければならない。 

２ 前項の認定（以下「乳児等支援給付認定」という。）は、支給対象小学校就学前子どもの保

護者の居住地の市町村が行うものとする。ただし、当該支給対象小学校就学前子どもの保護者

が居住地を有しないとき、又はその居住地が明らかでないときは、当該支給対象小学校就学前

子どもの保護者の現在地の市町村が行うものとする。 
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３ 市町村は、乳児等支援給付認定を行ったときは、内閣府令で定めるところにより、当該乳児

等支援給付認定に係る保護者（以下「乳児等支援給付認定保護者」という。）に氏名その他の

内閣府令で定める事項を記載した認定証（以下「乳児等支援支給認定証」という。）を交付す

るものとする。 

（乳児等支援給付費の支給） 

第３０条の２０ 市町村は、乳児等支援給付認定保護者が乳児等支援給付認定子どもについて、

第５４条の３に規定する特定乳児等通園支援事業者（以下この款において「特定乳児等通園支

援事業者」という。）の行う第５４条の２第１項の確認に係る乳児等通園支援（以下この款、

第６２条第２項第５号及び第７２条第１項第３号において「特定乳児等通園支援」という。）

を利用したときは、内閣府令で定めるところにより、当該乳児等支援給付認定保護者に対し、

乳児等支援給付費を支給するものとする。 

２～８［略］ 

（特例乳児等支援給付費の支給） 

第３０条の２１ 乳児等支援給付認定保護者は、第３０条の１５第１項の規定による申請（以下

この項及び次項において「申請」という。）をした日から当該乳児等支援給付認定の効力が生

じた日の前日までの間（以下この項及び次項において「申請中期間」という。）に当該申請に

係る支給対象小学校就学前子どもについて特定乳児等通園支援を利用した場合であって、申請

中期間に特定乳児等通園支援を利用することがやむを得ないと認められる事由として内閣府令

で定めるものがあるときは、特定乳児等通園支援に要した費用について、特例乳児等支援給付

費の支給を受けることができる。 

２～４［略］ 

（特定教育・保育施設の確認） 

第３１条 第２７条第１項の確認は、内閣府令で定めるところにより、教育・保育施設の設置者

（国（国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第１項に規定する国立大学法人を

含む。第５８条の９第２項、第３項及び第６項、第６５条第４号及び第５号並びに附則第７条

において同じ。）及び公立大学法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第６

８条第１項に規定する公立大学法人をいう。第５８条の４第１項第１号、第５８条の９第２項

並びに第６５条第３号及び第４号において同じ。）を除き、法人に限る。以下同じ。）の申請

により、次の各号に掲げる教育・保育施設の区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子ど

もの区分ごとの利用定員を定めて、市町村長が行う。  

（１）認定こども園 第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

（２）幼稚園 第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

（３）保育所 第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分及び同項第３号に掲

げる小学校就学前子どもの区分 

２ 市町村長は、前項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、あ

らかじめ、第７２条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその

意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意

見を聴かなければならない。 

３［略］  

（特定地域型保育事業者の確認） 

第４３条 第２９条第１項の確認は、内閣府令で定めるところにより、地域型保育事業を行う者

の申請により、地域型保育の種類及び当該地域型保育の種類に係る地域型保育事業を行う事業

所（以下「地域型保育事業所」という。）ごとに、第１９条第３号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る利用定員（事業所内保育の事業を行う事業所（以下「事業所内保育事業所」という。）

にあっては、その雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもを保育するため当該事業所内

保育の事業を自ら施設を設置し、又は委託して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当

該事業所内保育の事業が、事業主団体に係るものにあっては事業主団体の構成員である事業主

の雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等（児童福祉法第６条の３第

１２項第 １号ハ に規定 す る共済組 合等を いう。 ） に係るも のにあ っては 共 済組合等 の構成員

（同号ハに規定する共済組合等の構成員をいう。）の監護する小学校就学前子どもとする。以

下「労働者等の監護する小学校就学前子ども」という。）及びその他の小学校就学前子どもご

とに定める第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）を定めて、

市町村長が行う。  

２ 市町村長は、前項の規定により特定地域型保育事業（特定地域型保育を行う事業をいう。以

下同じ。）の利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第７２条第１項の審議会その他

の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの

保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。  

 



■ 資料編  １ 関係法令等 

73 

（特定乳児等通園支援事業者の確認） 

第５４条の２ 乳児等通園支援を行う者は、乳児等支援給付費の支給に係る事業を行う者である

旨の市町村長の確認を受けることができる。 

２ 前項の確認は、内閣府令で定めるところにより、乳児等通園支援を行う者の申請により、乳

児等通園支援事業所（乳児等通園支援を行う事業所をいう。第５５条第２項第１号及び第２号

並びに第５６条第１項において同じ。）ごとに、支給対象小学校就学前子どもに係る乳児等通

園支援の利用定員を定めて、市町村長が行う。 

３ 市町村長は、前項の利用定員を定めようとするときは、第７２条第１項の審議会その他の合

議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護

者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。 

 

（情報の報告及び公表） 

第５８条 特定教育・保育提供者は、特定教育・保育施設、特定地域型保育事業者又は特定乳児

等通園支援事業者（以下「特定教育・保育施設等」という。）の確認を受け、教育・保育等の

提供を開始しようとするときその他内閣府令で定めるときは、政令で定めるところにより、そ

の提供する教育・保育等に係る教育・保育等情報（教育・保育等の内容及び教育・保育等を提

供する施設又は事業者の運営状況に関する情報であって、小学校就学前子どもに教育・保育等

を受けさせ、又は受けさせようとする小学校就学前子どもの保護者が適切かつ円滑に教育・保

育等を小学校就学前子どもに受けさせる機会を確保するために公表されることが必要なものと

して内閣府令で定めるものをいう。以下同じ。）を、教育・保育等を提供する施設又は事業所

の所在地の都道府県知事に報告しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設の設置者及び特定地域型保育事業者は、政令で定めるところにより、毎

事業年度終了後５月以内に、当該事業年度に係る特定教育・保育施設設置者等運営情報（特定

教育・保育施設及び特定地域型保育事業所ごとの収益及び費用その他内閣府令で定める事項を

いう。以下この条及び第６２条第３項第２号において同じ。）を教育・保育を提供する施設又

は事業所の所在地の都道府県知事に報告しなければならない。 

３ 都道府県知事は、前２項の規定による報告を受けた後、内閣府令で定めるところにより、当

該報告の内容（特定教育・保育施設設置者等経営情報にあっては、職員の処遇等に関する情報

であって、小学校就学前子どもに教育・保育を受けさせ、又は受けさせようとする小学校就学

前子どもの保護者が適切かつ円滑に教育・保育を小学校就学前子どもに受けさせる機会を確保

するために公表されることが必要なものとして内閣府令で定める事項に限る。）を公表しなけ

ればならない。 

４～９［略］ 

（地域子ども・子育て支援事業） 

第５９条 市町村は 、内 閣府令で定 めるとこ ろに より、第６１ 条第１項 に 規定する市町 村子ど

も・子育て支援事業計画に従って、地域子ども・子育て支援事業として、次に掲げる事業を行

うものとする。  

（１）妊婦及びその配偶者並びに子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て支援給付を

受け、及び地域子ども・子育て支援事業その他の子ども・子育て支援を円滑に利用できる

よう、妊婦及びその配偶者並びに子ども及びその保護者の身近な場所において、地域の子

ども・子育て支援に関する各般の問題につき、妊婦若しくはその配偶者又は子ども若しく

はその保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関と

の連絡調整その他の内閣府令で定める便宜の提供を総合的に行う事業 

（２）教育・保育給付認定保護者であって、その保育認定子どもが、やむを得ない理由により

利用日及び利用時間帯（当該教育・保育給付認定保護者が特定教育・保育施設等又は特例

保育を行う事業者と締結した特定保育（特定教育・保育（保育に限る。）、特定地域型保

育又は特例保育をいう。以下この号において同じ。）の提供に関する契約において、当該

保育認定子どもが当該特定教育・保育施設等又は特例保育を行う事業者による特定保育を

受ける日及び時間帯として定められた日及び時間帯をいう。）以外の日及び時間において

当該特定教育・保育施設等又は特例保育を行う事業者による保育（保育必要量の範囲内の

ものを除く。以下この号において「時間外保育」という。）を受けたものに対し、内閣府

令で定めるところにより、当該教育・保育給付認定保護者が支払うべき時間外保育の費用

の全部又は一部の助成を行うことにより、必要な保育を確保する事業 

（３）教育・保育給付認定保護者又は施設等利用給付認定保護者のうち、その属する世帯の所

得の状況その他の事情を勘案して市町村が定める基準に該当するものに対し、当該教育・

保育給付認定保護者又は施設等利用給付認定保護者が支払うべき次に掲げる費用の全部又

は一部を助成する事業  

イ 当該教育・保育給付認定保護者に係る教育・保育給付認定子どもが特定教育・保育、特
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別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育又は特例保育（以下このイにおいて「特定教

育・保育等」という。）を受けた場合における日用品、文房具その他の特定教育・保育等

に必要な物品の購入に要する費用又は特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用

その他これらに類する費用として市町村が定に要する費用その他これらに類する費用とし

て市町村が定めるもの 

ロ 当該施設等利用給付認定保護者に係る施設等利用給付認定子どもが特定子ども・子育て

支援（特定子ども・子育て支援施設等である認定こども園又は幼稚園が提供するものに限

る。）を受けた場合における食事の提供に要する費用として内閣府令で定めるもの 

（４）特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業

者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業 

（５）児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業 

（６）児童福祉法第６条の３第３項に規定する子育て短期支援事業 

（７）児童福祉法第６条の３第４項に規定する乳児家庭全戸訪問事業 

（８）児童福祉法第６条の３第５項に規定する養育支援訪問事業その他同法第２５条の２第１

項に規定する要保護児童対策地域協議会その他の者による同法第２５条の７第１項に規定

する要保護児童等に対する支援に資する事業 

（９）児童福祉法第６条の３第６項に規定する地域子育て支援拠点事業 

（１０）児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預かり事業 

（１１）児童福祉法第６条の３第１３項に規定する病児保育事業 

（１２）児童福祉法第６条の３第１４項に規定する子育て援助活動支援事業 

（１３）母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１３条第１項の規定に基づき妊婦に対し

て健康診査を実施する事業 

（１４）母子保健法第１７条の 2 第 1 項に規定する産後ケア事業 

 

（子ども・子育て支援事業計画基本指針） 

第６０条 内閣総理大臣は、教育・保育等及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制を整備し、

子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の

円滑な実施の確保その他子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進するための基本的な

指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。  

２ 基本指針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。  

（１）子ども・子育て支援の意義並びに子どものための教育・保育給付及び乳児等のための支

援給付に係る教育・保育等を一体的に提供する体制その他の教育・保育等を提供する体制

の確保、子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保並びに地域子ども・子育て支

援事業の実施に関する基本的事項 

（２）次条第１項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画において教育・保育等及び地

域子ども・子育て支援事業の量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準その他当該市

町村子ども・子育て支援事業計画及び第６２条第１項に規定する都道府県子ども・子育て

支援事業支援計画の作成に関する事項 

（３）児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要とする児童の福祉増進

のための施策との連携に関する事項 

（４）労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整

備に関する施策との連携に関する事項 

（５）前各号に掲げるもののほか、子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業

の円滑な実施の確保その他子ども・子育て支援のための施策の総合的な推進のために必要

な事項  

３～４［略］ 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第６１条 市町村は、基本指針に即して、５年を一期とする教育・保育等及び地域子ども・子育

て支援事 業の提 供体制 の 確保その 他この 法律に 基 づく業務 の円滑 な実施 に 関する計 画（以下

「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。  

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

（１）市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するた

めの施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域（以下「教育・保育提

供区域」という。）ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の特定教育・保育施設

に係る必要利用定員総数（第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの

必要利用定員総数とする。）、特定地域型保育事業所（事業所内保育事業所における労働

者等の監護する小学校就学前子どもに係る部分を除く。）に係る必要利用定員総数（同項

第３号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）その他の教育・保育の量の見込
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み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

（２）教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の特定乳児等通園支

援事業者に係る必要利用定員総数その他の乳児等通園支援の量の見込み並びに当該市町村

が実施しようとする乳児等通園支援の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

（３）教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育

て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制

の確保の内容及び実施時期 

（４）子どものための教育・保育給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推

進に関する体制の確保の内容 

（５）子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保の内容 

（６）乳児等のための支援給付に係る教育・保育等の一体的提供及び当該教育・保育等の推進

に関する体制の確保の内容 

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前項各号に規定するもののほか、次に掲げ

る事項について定めるよう努めるものとする。  

（１）産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関する

事項 

（２）保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児に対

して行われる保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その他の子どもに関する専

門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項 

（３）労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整

備に関する施策との連携に関する事項 

（４）地域子ども・子育て支援事業を行う市町村その他の当該市町村において子ども・子育て

支援の提供を行う関係機関相互の連携の推進に関する事項 

４ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育提供区域における子どもの数、子どもの

保護者の特定教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の利用に関する意向その他の

事情を勘案して作成されなければならない。  

５ 市町村は、教育・保育提供区域における子ども及びその保護者の置かれている環境その他の

事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村子ども・子育て支援事業計画を

作成するよう努めるものとする。  

６ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、社会福祉法第１０７条に規定する市町村地域福祉計

画、教育基本法第１７条第２項の規定により市町村が定める教育の振興のための施策に関する

基本的な計画（次条第４項において「教育振興基本計画」という。）その他の法律の規定によ

る計画であって子どもの福祉又は教育に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなけ

ればならない。  

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら

かじめ、第７２条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意

見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見

を聴かなければならない。  

８ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら

かじめ、インターネットの利用その他の内閣府令で定める方法により広く住民の意見を求める

ことその他の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

９～１０［略］ 

（市町村等における合議制の機関） 

第７２条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その

他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。  

（１）特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第３１条第２項に規定する事項を処理す

ること。 

（２）特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第４３条第２項に規定する事項を処理す

ること。 

（３）第５４条の２第２項の規定による特定乳児等通園支援の利用定員の設定に関し、同条第

３項に規定する事項を処理すること。 

（４）市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第６１条第７項に規定する事項を処理する

こと。 

（５）当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し

必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

２ 前項の合議制の機関は、同項各号に掲げる事務を処理するに当たっては、地域の子ども及び

子育て家庭の実情を十分に踏まえなければならない。  

３～５［略］  
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○ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（抜粋） 
 

（目的） 

第１条 この法律は、幼児期の教育及び保育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なもので

あること並びに我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化

に伴い小学校就学前の子どもの教育及び保育に対する需要が多様なものとなっていることに鑑

み、地域における創意工夫を生かしつつ、小学校就学前の子どもに対する教育及び保育並びに

保護者に対する子育て支援の総合的な提供を推進するための措置を講じ、もって地域において

子どもが健やかに育成される環境の整備に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「子ども」とは、小学校就学の始期に達するまでの者をいう。  

２ この法律において「幼稚園」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定す

る幼稚園をいう。  

３ この法律において「保育所」とは、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１

項に規定する保育所をいう。 

４ この法律において「保育機能施設」とは、児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち

同法第３９条第１項に規定する業務を目的とするもの（少数の子どもを対象とするものその他

の主務省令で定めるものを除く。）をいう。 

５ この法律において「保育所等」とは、保育所又は保育機能施設をいう。 

６ この法律において「認定こども園」とは、次条第１項又は第３項の認定を受けた施設、同条

第１０項の規定による公示がされた施設及び幼保連携型認定こども園をいう。 

７ この法律において「幼保連携型認定こども園」とは、義務教育及びその後の教育の基礎を培

うものとしての満３歳以上の子どもに対する教育並びに保育を必要とする子どもに対する保育

を一体的に行い、これらの子どもの健やかな成長が図られるよう適当な環境を与えて、その心

身の発達を助長するとともに、保護者に対する子育ての支援を行うことを目的として、この法

律の定めるところにより設置される施設をいう。 

８ この法律において「教育」とは、教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に

規定する法律に定める学校（第９条において単に「学校」という。）において行われる教育を

いう。 

９ この法律において「保育」とは、児童福祉法第６条の３第７項第１号に規定する保育をいう。 

１０ この法律において「保育を必要とする子ども」とは、児童福祉法第６条の３第９項第１号

に規定する保育を必要とする乳児・幼児をいう。 

１１ この法律において「保護者」とは、児童福祉法第６条に規定する保護者をいう。 

１２ この法律において「子育て支援事業」とは、地域の子どもの養育に関する各般の問題につ

き保護者からの相談に応じ必要な情報の提供及び助言を行う事業、保護者の疾病その他の理由

により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった地域の子どもに対する保育を行

う事業、地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と当該援助を行うこ

とを希望する民間の団体若しくは個人との連絡及び調整を行う事業又は地域の子どもの養育に

関する援助を行う民間の団体若しくは個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業であ

って主務省令で定めるものをいう。 

 

（教育及び保育の目標） 

第９条 幼保連携型認定こども園においては、第２条第７項に規定する目的を実現するため、子

どもに対する学校としての教育及び児童福祉施設（児童福祉法第７条第１項に規定する児童福

祉施設をいう。次条第２項において同じ。）としての保育並びにその実施する保護者に対する

子育て支援事業の相互の有機的な連携を図りつつ、次に掲げる目標を達成するよう当該教育及

び当該保育を行うものとする。 

（１）健康、安全で幸福な生活のために必要な基本的な習慣を養い、身体諸機能の調和的発達

を図ること。 

（２）集団生活を通じて、喜んでこれに参加する態度を養うとともに家族や身近な人への信頼

感を深め、自主、自立及び協同の精神並びに規範意識の芽生えを養うこと。 

（３）身近な社会生活、生命及び自然に対する興味を養い、それらに対する正しい理解と態度

及び思考力の芽生えを養うこと。 

（４）日常の会話や、絵本、童話等に親しむことを通じて、言葉の使い方を正しく導くととも

に、相手の話を理解しようとする態度を養うこと。 

（５）音楽、身体による表現、造形等に親しむことを通じて、豊かな感性と表現力の芽生えを
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養うこと。 

（６）快適な生活環境の実現及び子どもと保育教諭その他の職員との信頼関係の構築を通じて、

心身の健康の確保及び増進を図ること。 

（教育及び保育の内容） 

第１０条 幼保連携型認定こども園の教育課程その他の教育及び保育の内容に関する事項は、第

２条第７項に規定する内容及び前条に規定する目標に従い、主務大臣が定める。 

２ 主務大臣が前項の規定により幼保連携型認定こども園の教育課程その他の教育および保育の

内容に関する事項を定めるに当たっては、幼稚園教育要領及び児童福祉法第４５条第２項の規

定に基づき児童福祉施設に関して内閣府令で定める基準（同項第３号に規定する保育所におけ

る保育の内容に係る部分に限る。）との整合性の確保並びに小学校（学校教育法第１条に規定

する小学校をいう。）及び義務教育学校（学校教育法第１条に規定する義務教育学校をいう。）

における教育との円滑な接続に配慮しなければならない。 

３ 幼保連携型認定こども園の設置者は、第１項の教育及び保育の内容に関する事項を遵守しな

ければならない。 

 

（入園資格） 

第１１条 幼保連携型認定こども園に入園することのできる者は、満３歳以上の子ども及び満３

歳未満の保育を必要とする子どもとする。 

（設置者） 

第１２条 幼保連携型認定こども園は、国、地方公共団体（公立大学法人を含む。第１７条第１

項において同じ。）、学校法人及び社会福祉法人のみが設置することができる。 

（設備及び運営の基準） 

第１３条 都道府県（指定都市等所在施設である幼保連携型認定こども園（都道府県が設置する

ものを除く。）については、当該指定都市等。次項及び第２５条において同じ。）は、幼保連

携型認定こども園の設備及び運営について、条例で基準を定めなければならない。この場合に

おいて、その基準は、子どもの身体的、精神的及び社会的な発達のために必要な教育及び保育

の水準を確保するものでなければならない。 

２～６［略］ 

（職員） 

第１４条 幼保連携型認定こども園には、園長及び保育教諭を置かなければならない。 

２～１９［略］ 

（職員の資格） 

第１５条 主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭及び講師（保育教諭に準ずる職務に従事する

ものに限る。）は、幼稚園の教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）

第４条第２項に規定する普通免許状をいう。以下この条において同じ。）を有し、かつ、児童

福祉法第１８条の１８第１項の登録（第４項及び第４０条において単に「登録」という。）を

受けた者でなければならない。 

２～６［略］ 

（設置等の認可） 

第１７条 国及び地方公共団体以外の者は、幼保連携型認定こども園を設置しようとするとき、

又はその設置した幼保連携型認定こども園の廃止等を行おうとするときは、都道府県知事（指

定都市等の区域内に所在する幼保連携型認定こども園については、当該指定都市等の長。次項、

第３項、第６項及び第７項並びに次条第１項において同じ。）の認可を受けなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の設置の認可の申請があったときは、第１３条第１項の条例で定める

基準に適合するかどうかを審査するほか、次に掲げる基準によって、その申請を審査しなけれ

ばならない。 

（１）申請者が、この法律その他国民の福祉若しくは学校教育に関する法律で政令で定めるも

のの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

るまでの者であるとき。 

（２）申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

（３）申請者が、第２２条第１項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算し

て５年を経過しない者であるとき。ただし、当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども

園の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生

を防止するための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備につい

ての取組の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有して

いた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する認可の取消しに該当しないこととする

ことが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を除く。 



■ 資料編  １ 関係法令等 

78 

（４）申請者が、第２２条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手続法第１５条

の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日ま

での間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者（当該廃止について相

当の理由がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算

して５年を経過しないものであるとき。 

（５）申請者が、第１９条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検

査の結果に基づき第２２条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る聴聞を行うか否

かの決定をすることが見込まれる日として主務省令で定めるところにより都道府県知事が

当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内に特定の日を通知した場合における当

該特定の日をいう。）までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした

者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の

廃止の認可の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

（６）申請者が、認可の申請前５年以内に教育又は保育に関し不正又は著しく不当な行為をし

た者であるとき。 

（７）申請者の役員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。 

イ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの

者 

ロ 第１号、第２号又は前号に該当する者 

ハ 第２２条第１項の規定により認可を取り消された幼保連携型認定こども園において、当

該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日前６０日以内にそ

の幼保連携型認定こども園の設置者の役員又はその園長であった者で当該取消しの日から

起算して５年を経過しないもの（当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども園の認可の

取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止する

ための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取組の

状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた責任の

程度を考慮して、この号に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であ

ると認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を除く。） 

ニ 第４号に規定する期間内に前項の規定により廃止した幼保連携型認定こども園（当該廃

止について相当の理由がある幼保連携型認定こども園を除く。）において、同号の通知の

日前６０日以内にその設置者の役員又はその長であった者で当該廃止の認可の日から起算

して５年を経過しないもの 

３ 都道府県知事は、第１項の認可をしようとするときは、あらかじめ、第２５条に規定する審

議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

４ 指定都市等の長は、第１項の認可をしようとするときは、その旨及び第４条第１項各号に掲

げる事項を都道府県知事に通知しなければならない。 

５［略］ 

６ 都道府県知事は、第１項及び第２項に基づく審査の結果、その申請が第１３条第１項の条例

で定める基準に適合しており、かつ、第２項各号に掲げる基準に該当しないと認めるときは、

第１項の設置の認可をするものとする。ただし、次に掲げる要件のいずれかに該当するとき、

その他の都道府県子ども・子育て支援事業計画（指定都市等の長が同項の設置の認可を行う場

合にあっては、子ども・子育て支援法第６１条第１項の規定により当該指定都市等が定める市

町村子ども・子育て支援事業計画。以下この項において同じ。）の達成に支障を生ずるおそれ

がある場合として主務省令で定める場合に該当すると認めるときは、第１項の設置の認可をし

ないことができる。 

（１）当該申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を含む区域（子ども・

子育て支援法第６２条第２項第１号の規定により当該都道府県が定める区域（指定都市等

の長が認可を行う場合にあっては、同法第６１条第２項第１号の規定により当該指定都市

等が定める教育・ 保育提 供区域）をいう。 以下こ の項において同じ 。）に おける特定教

育・保育施設の利用定員の総数（同法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る

ものに限る。）が、都道府県子ども・子育て支援事業計画において定める当該区域の特定

教育・保育施設の 必要利 用定員総数（同号 に掲げ る小学校就学前子 どもに 係るものに限

る。）に既に達しているか、又は当該申請に係る設置の認可によってこれを超えることに

なると認めるとき。 

（２）当該申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を含む区域における特

定教育・保育施設の利用定員の総数（子ども・子育て支援法第１９条第２号に掲げる小学

校就学前子どもに係るものに限る。）が、都道府県子ども・子育て支援事業計画において

定める当該区域の特定教育・保育施設の必要利用定員総数（同号に掲げる小学校就学前子

どもに係るものに限る。）に既に達しているか、又は当該申請に係る設置の認可によって
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これを超えることになると認めるとき。 

（３）当該申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を含む区域における特

定教育・保育施設の利用定員の総数（子ども・子育て支援法第１９条第３号に掲げる小学

校就学前子どもに係るものに限る。）が、都道府県子どもの・子育て支援事業計画におい

て定める当該区域の特定教育・保育施設の必要利用定員総数（同号に掲げる小学校就学前

子どもに係るものに限る。）に既に達しているか、又は当該申請に係る設置の認可によっ

てこれを超えることになると認めるとき。 

７［略］ 

 

（事業停止命令） 

第２１条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、幼保連携型認定こ

ども園の事業の停止又は施設の閉鎖を命ずることができる。 

（１）幼保連携型認定こども園の設置者が、この法律又はこの法律に基づく命令若しくは条例

の規定に故意に違反し、かつ、園児の教育上又は保育上著しく有害であると認められると

き。 

（２）幼保連携型認定こども園の設置者が前条の規定による命令に違反したとき。 

（３）正当な理由がないのに、６月以上休止したとき。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により事業の停止又は施設の閉鎖の命令をしようとするときは、

あらかじめ、第２５条に規定する審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

（認可の取消し） 

第２２条 都道府県知事は、幼保連携型認定こども園の設置者が、この法律若しくはこの法律に

基づく命令若しくは条例の規定又はこれらに基づいてする処分に違反したときは、第１７条第

１項の認可を取り消すことができる。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による認可の取消しをしようとするときは、あらかじめ、第２

５条に規定する審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

 

（都道府県における合議制の機関） 

第２５条 第１７条第３項、第２１条第２項及び第２２条第２項の規定によりその権限に属させ

られた事項を調査審議するため、都道府県に、条例で幼保連携型認定こども園に関する審議会

その他の合議制の機関を置くものとする。  
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○ 高崎市子ども・子育て会議条例 
 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。）第７２条第１項及び就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２

５条の規 定に基 づく審 議 会その他 の合議 制の機 関 として、 高崎市 子ども ・ 子育て会 議（以下

「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 子ども・子育て会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

（１）子ども・子育て支援法第７２条第１項各号に掲げる事務を処理すること。 

（２）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第１７条第３

項、第２１条第２項及び第２２条第２項の規定によりその権限に属させられた事項を調査

審議すること。 

（３）前２号に掲げるもののほか、子ども及び子育てに関し、市長から諮問された事項を調査

審議すること。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１）子どもの保護者 

（２）子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

（３）子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

（４）公募した市民 

（５）前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （会長及び副会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 子ども・子育て会議の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

（意見の聴取等） 

第７条 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、子ども・子

育て会議の会議への出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 子ども・子育て会議の庶務は、福祉部こども家庭課において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 高崎市非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年高崎市告示第１３９号）の

一部を次のように改正する。 

別表第２障害者自立支援判定審査会の項の次に次のように加える。（以下略） 

 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条第２項の規定は、就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な推進に関する法律の一部を改正する法律（平成２４年法律第６６

号。以下「改正法」という。）の施行の日から施行する。 

２ 高崎市子ども・子育て会議は、第２条第２項の規定の施行の日前においても、改正法の規定

による改正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第１

７条第３項の規定によりその権限に属させられる事項について調査審議することができる。 
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○ 高崎市子ども・子育て会議運営規則 
 

（趣旨） 

第１条 こ の規則は 、高 崎市子ども ・子育て 会議 条例（平成２ ５年高崎 市 条例第５１号 。以下

「条例」という。）第９条の規定に基づき、高崎市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育

て会議」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（会議の傍聴等） 

第２条 会議を傍聴しようとする者は、傍聴人受付簿に住所及び氏名を記入しなければならない。 

２ 会長は、正常な会議の進行を確保するために必要があると認めるときその他相当の理由があ

ると認めるときは、傍聴人に退場を命じることができる。 

 

（会議録） 

第３条 会長は、次に掲げる事項を記載した会議録を作成し、保存するものとする。 

（１）開催年月日 

（２）出席した委員及び子ども・子育て会議から出席を求められ出席した者の氏名 

（３）議事内容 

（４）その他会長が必要と認める事項 

２ 会長は、会議に出席した委員のうちから、会議録署名人１人を指名するものとする。 

 

（委任） 

第４条 この規則に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が子ども・子育て

会議に諮って定める。 

 

附 則 

 この規則は、平成２５年１１月１日から施行する。  
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○ 高崎市子ども・子育て会議委員名簿 

敬称略順不同  

 氏名 所属等 

会 長  新 井  正 昭  高崎市社会福祉協議会会長 

副 会 長  千 葉  千 恵 美  高崎健康福祉大学教授 

委 員  伊藤 静 高崎市私立幼稚園・こども園父母の会連合会 

委 員  今井 伸江 高崎市保育協議会認定こども園部会長 

委 員  内山 美奈 高崎市母子等保健推進協議会副会長 

委 員  大 塚  修 一  
日本労働組合総連合会群馬県連合会 

高崎地域協議会副議長 

委 員  大 野  克 紘  高崎市保育協議会保護者会会長 

委 員  粕川 泰彦 高崎市保育協議会会長 

委 員  小見 勝栄 
元教育委員長 

あすなろ学園学童クラブ代表 

委 員  櫻井 登 高崎市区長会副会長 

委 員  清 水  清 美  高崎市医師会理事 

委 員  鈴木 宏輝 高崎市学童保育連絡協議会会長 

委 員  武井 真衣 公募市民 

委 員  筒渕 千佑里 公募市民 

委 員  原 徳明 高崎市私立幼稚園・こども園協会 

委 員  深 澤  ア サ 子  高崎市心身障害者等連絡協議会会長 

委 員  水島 憲子 高崎市ＰＴＡ連合会常任理事 

委 員  宮一 美樹 高崎市小学校長会・八幡小学校長 

委 員  山田 和幸 
高崎市民生委員児童委員協議会 

子ども福祉研究委員会委員長 

 
※令和 6 年６月１日現在  
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○ 高崎市子ども・子育て会議開催経過 
 

回 開催日 主な議題 

第 1 回 平成 25 年 11 月 6 日 １ 子ども・子育て支援新制度の概要について 

第 2 回 平成 26 年 2 月 13 日 

１  子 ど も 及 び 子 育 て 支 援 等 に 関 わ る 制 度 改 正

（子ども・子育て支援新制度）の背景及び現

状等について 

２ ニーズ調査の実施について 

第 3 回 平成 26 年 7 月 15 日 
１ ニーズ調査の結果概要について 

２ 地域子ども・子育て支援事業について 

第 4 回 平成 26 年 9 月 18 日 

１ 子ども・子育て支援新制度の施行に向けた現

状等について 

２ 新制度の施行に伴う各種基準の検討について 

３ 幼稚園・保育所等の利用者負担の額について 

４ 支給認定及び保育の必要性の認定について 

第 5 回 平成 26 年 11 月 18 日 

１ 子ども・子育て支援新制度に係る各基準を定

める条例の骨子（案）に関するパブリックコ

メントの実施結果について 

第 6 回 平成 26 年 12 月 19 日 
１ 高崎市子ども・子育て支援事業計画（素案）

について 

第 7 回 平成 27 年 1 月 29 日 
１ 高崎市子ども・子育て支援事業計画（案）に

関するパブリックコメントの実施について 

第 8 回 平成 27 年 3 月 25 日 

１ 高崎市子ども・子育て支援事業計画（案）に

関するパブリックコメントの実施結果及び計

画書について 

２ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

３ 特定教育・保育施設の利用定員について 

第 9 回 平成 27 年 8 月 20 日 １ 特定教育・保育施設の利用定員について 

文書開催 平成 27 年 10 月 15 日 １ 特定教育・保育施設の利用定員について 

第 10 回 平成 28 年 3 月 23 日 
１ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

２ 特定教育・保育施設の利用定員について 

第 11 回 平成 29 年 3 月 21 日 

１ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

２ 特定教育・保育施設の利用定員について 

３ 高崎市子ども・子育て支援事業計画について 
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第 12 回  平成３０年３月２２日 

１ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

２ 特定教育・保育施設の利用定員について 

３ 高崎市子ども・子育て支援事業計画について 

第 13 回  平成３０年１２月２１日 
１ 高崎市子ども・子育て支援事業計画について 

２ ニーズ調査の実施について  

第 14 回  平成３１年３月２０日 

１ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

２ 特定教育・保育施設の利用定員について 

３ ニーズ調査の実施状況について  

第 15 回  令和元年 8 月 28 日 

１ 高崎市子ども・子育て支援事業計画について 

２ ニーズ調査の結果概要について 

３ 第２期高崎市子ども・子育て支援事業計画の

策定について  

第 16 回  令和元年１２月２５日 
１  第 ２ 期 高 崎 市 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画

（素案）について  

第 17 回  令和２年 3 月 26 日  

１  第 ２ 期 高 崎 市 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画

（案）について 

２ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

３ 特定教育・保育施設の利用定員について 

第 1８回  令和３年３月２２日 

１ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

２ 特定教育・保育施設の利用定員について 

３ 高崎市子ども・子育て支援事業計画について  

第 1９回 

文書開催  
令和３年７月 

１ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

２ 特定教育・保育施設の利用定員について 

第２０回 

文書開催  
令和 4 年３月 

１ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

２ 特定教育・保育施設の利用定員について 

第２１回 

文書開催  
令和 5 年３月 １ 特定教育・保育施設の利用定員について 

第２２回  令和５年１２月２２日 

１ 第２期高崎市子ども・子育て支援事業計画に

ついて 

２ ニーズ調査の実施について  
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第２３回  令和 6 年３月２2 日 

１ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

２ 特定教育・保育施設の利用定員について 

３ ニーズ調査の実施状況について  

第２４回 

文書開催  
令和 6 年 5 月 

１ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

２ 特定教育・保育施設の利用定員について 

第２５回  令和 6 年 8 月 28 日 

１ 第２期高崎市子ども・子育て支援事業計画に

ついて 

２ ニーズ調査の結果概要について 

３ 第 3 期高崎市子ども・子育て支援事業計画の

策定について  

第２６回  令和 6 年１２月２５日 

１ 第 3 期高崎市子ども・子育て支援事業計画

（素案）について 

２ パブリックコメントの実施について  

第２７回  令和７年３月２６日 

１  第 ３ 期 高 崎 市 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業 計 画

（案）について 

２ 幼保連携型認定こども園の設置認可について 

３ 特定教育・保育施設の利用定員について  
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○ 健やか親子２１（第２次） 
 

１ 「健やか親子２１」の概要 

「健やか親子２１」とは、２１世紀の母子保健の主要な取組を提示するビジ

ョンであり、関係者、関係機関・団体が一体となって、その達成に向けて取り

組む国民運動計画として「健康日本２１」の一翼を担うものです。 
 

○ 健やか親子２１（第２次）イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 「健やか親子２１（第２次）」における課題の概要 
課 題 名  課 題 の 説 明  

基 盤 課 題 Ａ  
切 れ 目 な い 妊 産 婦 ・

乳 幼 児 へ の 保 健 対 策  

妊 娠 ・ 出 産 ・ 育 児 期 に お け る 母 子 保 健 対 策 の 充 実 に 取 り 組 む と と も に 、 各 事

業 間 や 関 連 機 関 間 の 有 機 的 な 連 携 体 制 の 強 化 や 、 情 報 の 利 活 用 、 母 子 保 健 事 業

の 評 価 ・ 分 析 体 制 の 構 築 を 図 る こ と に よ り 、 切 れ 目 な い 支 援 体 制 の 構 築 を 目 指

す 。  

基 盤 課 題 Ｂ  

学 童 期 ・ 思 春 期 か ら

成 人 期 に 向 け た 保 健

対 策  

児 童 生 徒 自 ら が 、 心 身 の 健 康 に 関 心 を 持 ち 、 よ り 良 い 将 来 を 生 き る た め 、 健

康 の 維 持 ・ 向 上 に 取 り 組 め る よ う 、 他 分 野 の 協 働 に よ る 健 康 教 育 の 推 進 と 次 世

代 の 健 康 を 支 え る 社 会 の 実 現 を 目 指 す 。  

基 盤 課 題 Ｃ  

子 ど も の 健 や か な 成

長 を 見 守 り 育 む 地 域

づ く り  

社 会 全 体 で 子 ど も の 健 や か な 成 長 を 見 守 り 、 子 育 て 世 代 の 親 を 孤 立 さ せ な い

よ う 支 え て い く 地 域 づ く り を 目 指 す 。 具 体 的 に は 、 国 や 地 方 公 共 団 体 に よ る 子

育 て 支 援 施 策 の 拡 充 に 限 ら ず 、 地 域 に あ る 様 々 な 資 源 （ Ｎ Ｐ Ｏ や 民 間 団 体 、 母

子 愛 育 会 や 母 子 保 健 推 進 員 等 ） と の 連 携 や 役 割 分 担 の 明 確 化 が 挙 げ ら れ る 。  

重 点 課 題 ①  
育 て に く さ を 感 じ る

親 に 寄 り 添 う 支 援  

親 子 が 発 信 す る 様 々 な 育 て に ( ※ )く さ の サ イ ン を 受 け 止 め 、 丁 寧 に 向 き 合 い 、

子 育 て に 寄 り 添 う 支 援 の 充 実 を 図 る こ と を 重 点 課 題 の 一 つ と す る 。  

(※)育 て に く さ と は ： 子 育 て に 関 わ る 者 が 感 じ る 育 児 上 の 困 難 感 で 、 そ の 背 景 と

し て 、 子 ど も の 要 因 、 親 の 要 因 、 親 子 関 係 に 関 す る 要 因 、 支 援 状 況 を 含 め た 環

境 に 関 す る 要 因 な ど 多 面 的 な 要 素 を 含 む 。 育 て に く さ の 概 念 は 広 く 、 一 部 に は

発 達 障 害 等 が 原 因 と な っ て い る 場 合 が あ る 。  

重 点 課 題 ②  
妊 娠 期 か ら の 児 童 虐

待 防 止 対 策  

児 童 虐 待 を 防 止 す る た め の 対 策 と し て 、 ① 発 生 予 防 に は 、 妊 娠 届 出 時 な ど 妊

娠 期 か ら 関 わ る こ と が 重 要 で あ る こ と 、 ② 早 期 発 見 ・ 早 期 対 応 に は 、 新 生 児 訪

問 等 の 母 子 保 健 事 業 と 関 連 機 関 と の 連 携 強 化 が 必 要 で あ る こ と か ら 重 要 課 題 の

一 つ と す る 。  
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３ 「健やか親子２１（第２次）」の指標 
 

指 標 名  国 の ベ ー ス ラ イ ン  高 崎 市 の 数 値  高 崎 市 の デ ー タ ソ ー ス  

基
盤
課
題
Ａ 

切
れ
目
な
い
妊
産
婦
・
乳
幼
児
へ
の
保
健
対
策 

1 妊産婦死亡率 
4.0（出産 10 万対） 

（平成 24 年度） 
— — 

2 全出生中の低出生体重児の割合 

低出生体重児 9.6％ 

極低出生体重児 0.8％ 

（平成 24 年度） 

低出生体重児 9.5％ 

極低出生体重児 0.7％ 

（平成 29 年度） 

高崎市届出データ 

3 
妊娠・出産について満足している者の 

割合 

63.7％ 

（平成 25 年度） 

82.3％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

4 むし歯のない 3 歳児の割合 
81.0％ 

（平成 24 年度） 

90.0％ 

（平成 30 年度） 
3 歳児健康診査実績 

5 妊娠中の妊婦の喫煙率 
3.8％ 

（平成 25 年度） 

1.9％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

6 育児期間中の両親の喫煙率 

・父親の喫煙率 41.5％ 

・母親の喫煙率  8.1％ 

（平成 25 年度） 

父親の喫煙率 34.9％ 

母親の喫煙率 4.5％ 

（平成 30 年度） 

健やか親子 21 に関する問診票 

7 妊娠中の妊婦の飲酒率 
4.3％ 

（平成 25 年度） 

0.7％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

8 
乳幼児健康診査の受診率 

（重点課題②再掲） 

（未受診率） 

3～5 か月児：4.6％ 

1 歳 6 か月児：5.6％ 

3 歳児：     8.1％ 

（平成 23 年度） 

（未受診率） 

3～5 か月児：1.9％ 

1 歳 6 か月児：3.6％ 

3 歳児：0.6％ 

（平成 30 年度） 

乳幼児健康診査実績 

9 
小児救急電話相談（♯8000）を知って

いる人の親の割合 

61.2％ 

（平成 26 年度） 

87.1％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

10 
こどものかかりつけ医（医師・歯科医師

など）を持つ親の割合 

医師  3・4 か月児 71.8％ 

  3 歳児 85.6％ 

歯科医 3 歳児 40.9％ 

（平成 26 年度） 

医師  3・4 か月児 80.8％ 

  3 歳児 94.5％ 

歯科医 3 歳児 73.2％ 

（平成３０年度） 

健やか親子 21 に関する問診票 

11 仕上げ磨きをする親の割合 
69.6％ 

（平成 26 年度） 

71.7％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

12 

妊娠届出時にアンケートを実施する等し

て、妊婦の身体的・精神的・社会的状況

について把握している市区町村の割合 

92.8％ 

（平成 25 年度） 
把握している 妊娠届出時アンケート・保健指導 

13 

妊娠中の保健指導（母親学級や両親学級

を含む）において、産後のメンタルヘル

スについて、妊婦とその家族に伝える機

会を設けている市区町村の割合 

43.0％ 

（平成 25 年度） 
設けている 妊娠届出・マタニティクラス 

14 

産後 1 か月でＥＰＤＳ9 点以上を示した

人へのフォロー体制がある市区町村の割

合 

11.5％ 

（平成 25 年度） 
ある 

地区担当保健師、助産師による家

庭訪問等 

15 
ハイリスク児に対し保健師等が退院後早

期に訪問する体制がある市区町村の割合 

24.9％ 

（平成 25 年度） 
ある 

地区担当保健師、助産師による家

庭訪問等 

16 
乳幼児健康診査事業を評価する体制があ

る市区町村の割合 

25.1％ 

（平成 25 年度） 
ある 健康課母子保健担当 

① 周産期死亡率 
出産千対 4.0、出産千対 2.7 

（平成 24 年度） 

出産千対 1.7 

（平成２９年度） 

健康福祉統計年報（群馬県保健福

祉部）、県の人口動態概況 

② 
新生児死亡率、乳児（1 歳未満）死亡率

（出生千対） 

新生児死亡率 1.0 

乳児死亡率 2.2 

（平成 24 年） 

新生児死亡率 1 件 0.3％ 

乳児死亡率 3 件 1.0％ 

（平成 29 年度） 

健康福祉統計年報（群馬県保健福

祉部）、県の人口動態概況 

③ 
乳児（1～4 歳）死亡率 

（人口 10 万対） 

20.9 

（平成 24 年） 

3 人 

（平成 29 年） 

健康福祉統計年報（群馬県保健福

祉部）、県の人口動態概況 

④ 
乳児のＳＩＤＳ死亡率 

（出生 10 万対） 

13.9 

（平成 24 年） 

0 人 

（平成 29 年） 

健康福祉統計年報（群馬県保健福

祉部）、県の人口動態概況 

⑤ 
正期産児に占める低出生体重児の割合

（新） 

低出生体重児  6.0％ 

極低出生体重児 0.0093％ 

（平成 24 年） 

低出生体重児 7.4％ 

極低出生体重児 0.06％ 

（平成 29 年） 

高崎市 3 か月児健康診査受診票 

⑥ 妊娠 11 週以下での妊娠の届出率 
90.8％ 

（平成 24 年度） 

92.7％ 

（平成 30 年度） 
高崎市届出データ 

⑦ 出産後 1 か月児の母乳育児の割合 
47.5％ 

（平成 25 年度） 

42.5％ 

（平成 28 年度） 
新生児訪問指導等 

⑧ 
産後 1 か月でＥＰＤＳ9 点以上の褥婦の

割合 

8.4％ 

（平成 25 年度） 

14.0％ 

（平成 30 年度） 
高崎市おたんじょうはがき 

⑨ 
1 歳までのＢＣＧ接種を終了している者

の割合 

92.9％ 

（平成 24 年度） 

94.5％ 

（平成 30 年度） 
予防接種実績 

⑩ 
1 歳 6 か月までに四種混合・麻しん・風

しんの予防接種を終了している者の割合 

三種混合 94.7％ 

麻しん 87.1％ 

（平成 25 年度） 

四種混合 98.9％ 

麻しん・風しん 95.2 

％ 

（平成 30 年度年度） 

1 歳 6 か月児健診問診票 

⑪ 
不妊に悩む方への特定治療支援事業の助

成件数 

134,943 件 

（平成 24 年度） 

1,044 件 

（平成 30 年度） 
助成件数実績 

※ 健 康 課 母 子 保 健 関 係 の 指 標 の み  
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指 標 名  国 の ベ ー ス ラ イ ン  高 崎 市 の 数 値  高 崎 市 の デ ー タ ソ ー ス  

基
盤
課
題
Ｃ 

子
ど
も
の
健
や
か
な
成
長
を
見
守
り
育
む
地
域
づ
く
り 

1 
この地域で子育てをしたいと思う親の 

割合 

91.1％ 

（平成 26 年度） 

96.0％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

2 
妊娠中、仕事を続けることに対して職場

から配慮をされたと思う就労妊婦の割合 

91.0％ 

（平成 26 年度） 

91.0％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

3 
マタニティマークを妊娠中に試用したこ

とのある母親の割合 

52.3％ 

（平成 25 年度） 

82.0％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

4 
マタニティマークを知っている国民の 

割合 

45.6％ 

（平成 26 年度） 
— — 

5 積極的に育児をしている父親の割合 
47.2％ 

（平成 25 年度） 

６2.2％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

6 
乳幼児健康診査の未受診者の全数の状況

を把握する体制がある市区町村の割合 

96.7％ 

（平成 25 年度） 
ある 健康課母子保健担当 

7 
育児不安の親のグループ活動を支援する

体制がある市区町村 

28.9％ 

（平成 25 年度） 
支援している こども発達支援センター他 

8 

母子保健分野に携わる関係者の専門性の

向上に取り組んでいる地方公共団体の 

割合 

都道府県 97.9％ 

市区町村 95.1％ 

（平成 25 年度） 

取り組んでいる 健康課母子保健担当 

① 
個人の希望する子ども数、個人の希望す

る子ども数と出生子ども数の差 

・平均理想子ども数：2.42 

・平均理想子ども数と平均 

出生子ども数の差：0.71 

（平成 22 年） 

— — 

② 
不慮の事故による死亡率 

（人口 10 万対） 

0～19 歳 3.4 

0 歳    90. 

1～4 歳 2.9 

5～9 歳 1.9 

10～14 歳 1.6 

15～19 歳 5.7 

（平成 24 年） 

— — 

③ 
事故防止対策を実施している市区町村割

合 

56.8％ 

（平成 25 年度） 
実施している 健康課母子保健事業他 

④ 

乳幼児のいる家庭で、風呂場のドアを乳

幼児が自分で開けることができないよう

工夫した家庭の割合 

38.2％ 

（平成 25 年度） 

46.8％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

⑤ 父親の育児休業取得割合 
1.89％ 

（平成 24 年度） 
— — 

重
点
課
題
① 

育
て
に
く
さ
を
感
じ
る 

 
 

 

親
に
寄
り
添
う
支
援 

1 
ゆったりとした気分で子どもと過ごせる

時間がある母親の割合 

3～4 か月児：79.7％ 

1 歳 6 か月児：68.5％ 

3 歳児      ：60.3％ 

（平成 25 年度） 

3～4 か月児：84.8％ 

1 歳 6 か月児：76.8％ 

3 歳児      ：69.3％ 

（平成 30 年度） 

健やか親子 21 に関する問診票 

2 
育てにくさを感じたときに対処できる 

親の割合 

83.4％ 

（平成 26 年度） 

91.2％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

3 
子どもの社会性の発達過程を知っている

親の割合 

83.3％ 

（平成 26 年度） 

86.4％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

4 発達障害を知っている国民の割合 
67.2％ 

（平成 26 年度） 
— — 

5 

発達障害をはじめとする育てにくさを感

じる親への早期支援体制がある市区町村

の割合 

85.9％ 

（平成 25 年度） 
ある 

こども発達支援センター・健康課

母子保健担当 

重
点
課
題
② 

妊
娠
期
か
ら
の
児
童
虐
待
防
止
対
策 

1 児童虐待による死亡数 

心中以外：58 人 

心中  ：41 人 

（平成 23 年度） 

— — 

2 
子どもを虐待していると思われる親の 

割合 

（参考：平成 26 年度） 

3・4 か月児：0.8％ 

1 歳 6 か月児：2.2％ 

3 歳児     ：4.4％ 

※調査方法の変更に伴い、 

中間評価時に改めて設定 

3・4 か月児：7.0％ 

1 歳 6 か月児：20.1％ 

3 歳児      ：36.6％ 

（平成 30 年度） 

健やか親子 21 に関する問診票 

3 
乳幼児健康診査の受診率 

（基盤課題Ａ再掲） 

（未受診率 平成 23 年度） 

3～5 か月児：4.6％ 

1 歳 6 か月児：5.6％ 

3 歳児   ：8.1％ 

（未受診率 平成 30 年度） 

3 か月児：1.9％ 

1 歳 6 か月児：3.6％ 

3 歳児   ：0.6％ 

乳幼児健康診査実績 

4 
児童虐待防止法で国民に求められた児童

虐待の通告義務を知っている国民の割合 

61.7％ 

（平成 27 年度） 
— — 

5 
乳幼児揺さぶられ症候群（ＳＢＳ）を知

っている親の割合 

94.3％ 

（平成 26 年度） 

97.7％ 

（平成 30 年度） 
健やか親子 21 に関する問診票 

6 

妊娠届出時にアンケートを実施する等し

て、妊婦の身体的・精神的・社会的状況

について把握している市区町村の割合

（基盤課題Ａ再掲） 

92.8％ 

（平成 25 年度） 
把握している 妊娠届出時アンケート・保健指導 

7 
対象家庭全てに対し、乳幼児全戸訪問事

業を実施している市区町村の割合 

28.0％ 

（参考 平成 23 年度） 

※26 年度調査予定 

実施している 母子等保健推進員による訪問 
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※主に子ども・子育て支援法に記載のある用語 

 

か行 
 

基本指針 
子ども・子育て支援新制度の円滑な実施の確保や子育て支援の施策等を総合的に

推進するため、内閣総理大臣が定める基本的な指針 
 

給付認定 
   子どものための教育・保育給付や子育てのための施設等利用給付を受けようとす

る保護者から申請を受けた市町村が、支給要件に基づいて行う認定 
 

子ども 
18 歳に達する日以後最初の 3 月 31 日までの間にある者 

 
子ども・子育て支援 

全ての子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、国若
しくは地方公共団体又は地域における子育て支援を行う者が実施する子ども及び子
どもの保護者に対する支援 

 
子ども・子育て支援給付 

子どものための現金給付（児童手当）、子どもための教育・保育給付（施設型給
付費・特例施設型給付費・地域型保育給付費・特例地域型保育給付費）及び子育て
のための施設等利用給付（施設等利用費） 

 
 

さ行 
 

支給要件 
   子どものための教育・保育給付を受けるための要件（教育・保育給付認定子ども） 

【区分及び要件】 
    １号認定：満 3 歳以上の小学校就学前子ども（２号認定の子どもを除く） 
    ２号認定：満 3 歳以上の小学校就学前子どもで、子ども・子育て支援法施行規 

則第 1 条で定める事由により保育を必要とする子ども 
    ３号認定：満 3 歳未満の小学校就学前子どもで、2 号認定と同じ事由により 

保育を必要とする子ども 
 

   子育てのための施設等利用給付を受けるための要件（施設等利用給付認定子ども） 
【区分及び要件】 

    １号認定：満３歳以上の小学校就学前子ども（２号認定の子どもを除く） 
    ２号認定：満３歳に達する日以後の最初の 3 月３１日を経過した小学校就学前

子どもで、子ども・子育て支援法施行規則第１条で定める事由によ
り保育を必要とする子ども 

    ３号認定：満３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある小学校就
学前子どもで、保護者等が市町村民税世帯非課税者であり、２号認
定と同じ事由により保育を必要とする子ども 

 
 

事業所内保育 
   児童福祉法第 6 条の 3 第 12 項に規定する事業所内保育事業として行われる保育

（主に満 3 歳未満の従業員の子どものほか、地域の保育を必要とする子どもにも保
育を提供） 
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施設型給付 
   教育・保育を利用する教育・保育給付認定子どもの保護者に、支給認定の区分に

応じて行われる給付（幼稚園・保育所・認定こども園共通の給付で、施設・事業者
が代理受領） 

 
施設等利用給付 

   幼稚園（未移行）、特別支援学校、預かり保育、認可外保育施設等を利用する施
設等利用給付認定子どもの保護者に、利用料を給付 

 
 

小規模保育 
   児童福祉法第 6 条の 3 第 10 項に規定する小規模保育事業として行われる保育

（主に満 3 歳未満児が対象の、利用定員が 6 人以上 19 人以下で行う保育） 
 

 
審議会その他合議制の機関 

   教育・保育施設や地域型保育事業の利用定員を定める際や、市町村子ども子育て
支援事業計画を策定・変更する際に意見を聴くため、条例により設置するよう努め
ることとされている機関（高崎市は高崎市子ども・子育て会議がこの機関） 

 
 

た行 
 

地域型保育 
   児童福祉法に規定する小規模保育・家庭的保育・居宅訪問型保育・事業所内保育 
 

地域型保育給付 
   地域型保育を利用する子どもに行われる給付（施設・事業者が代理受領） 
 

地域子ども・子育て支援事業 
   市町村子ども・子育て支援事業計画に定める、利用者支援事業・時間外（延長）

保育事業・地域子育て支援拠点事業等の事業 
 

特定教育・保育 
   支給認定を受けた子どもが特定教育・保育施設から受ける教育・保育 
 

特定教育・保育施設 
   市町村長が施設型給付費の支給に係る施設として確認する教育・保育施設（施設

型給付を受けず、私学助成を受ける私立幼稚園は含まれない） 
 

特定教育・保育施設の確認 
   市町村長が、認可を受けた教育・保育施設からの申請により、各施設の区分に応

じて支給認定の区分ごとに利用定員を定めて、施設型給付費の支給に係る施設とし
て、行う確認（利用定員は、支給認定の区分（1 号～3 号）ごと、3 号認定は 0 歳
と 1・2 歳に区分して設定） 

 
特定子ども・子育て支援 

   支給認定を受けた子どもが特定子ども・子育て支援施設等から受ける教育・保育
その他の子育て支援 

 
特定子ども・子育て施設等 

   市町村長が施設等利用給付に係る施設又は事業として確認する子ども・子育て施
設等 

 
特定子ども・子育て施設等の確認 

   市町村長が、子ども・子育て支援施設等からの申請により、施設等利用給付の支
給に係る施設又は事業として、行う確認 
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特定地域型保育 
   教育・保育給付認定３号認定の子どもが特定地域型保育事業者から受ける保育 
 

特定地域型保育事業者 
   市町村長が地域型保育事業費の支給に係る事業を行う者として確認する事業者 
 

特定地域型保育事業者の確認 
   市町村長が、地域型保育事業を行う者からの申請により、地域型保育の種類及び

その事業を行う事業所に応じて利用定員を定めて行う確認 
 

特例施設型給付 
   施 設型 給 付費 の うち 、支 給認 定 の申 請 から 認定 され る まで の 間に 緊急 に特 定教

育 ・保 育 を 受 けた と き 、 教育 ・ 保 育 給付 １ 号 認 定の 子 ど も が特 定 教 育 ・保 育 施 設
（保育所に限る）において保育を受けたとき、教育・保育給付２号認定の子どもが
特定教育・保育施設（幼稚園に限る）において教育を受けたときなどに支給される
給付費 

 
特例地域型保育給付費 

   地域型保育給付費のうち、支給認定の申請から認定されるまでの間に緊急に特定
地域型保育を受けたとき、教育・保育給付１・2 号認定の子どもが特定地域型保育
を受けたときなどに支給される給付費 

 
 

な行 
 

認定こども園 
   幼児期の学校教育・保育、地域での子育て支援を総合的に提供する施設 

【区分】 
    幼保連携型：学校及び児童福祉施設としての法的位置付けを持つ単一の施設 
    幼稚園型：学校としての法的位置付けを持ち、保育所機能を有する施設 
    保育所型：児童福祉施設としての法的位置付けを持ち、幼稚園機能を有する 

施設 
 
 

は行 
 

保育必要量 
   教育・保育給付２号認定または３号認定の子どもについて、それぞれの家庭の就

労実態等に応じ、施設型給付費、特例施設型給付費、地域型保育給付費又は特例地
域型保育給付費を支給する保育の量 

【区分】 
    保育標準時間：１月当たり平均２７５時間（１日当たり１１時間まで） 
    保育短時間：１月当たり平均２００時間（１日当たり８時間まで） 
 
 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

『第３期高崎市子ども・子育て支援事業計画』 

令和 7 年度～令和 11 年度 

（2025 年度～2029 年度） 
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